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○ 公立学校施設整備費…………………………………………………...P. 1 

○ 成長分野等における中核的専門人材養成等の戦略的推進………...P. 2 

○ 公民館等を中心とした社会教育活性化支援プログラム………...…P. 3 

○ 生涯学習を通じた高齢者の地域づくり参画促進事業…………...…P. 4 

○ 学校・家庭・地域の連携による教育支援活動促進事業 

（学校・家庭・地域の連携協力推進事業）…………………………P. 5 

○ へき地児童生徒援助費等補助金……………………………...………P. 6 

○ 地域キャリア教育支援協議会設置促進事業……………………...…P. 7 

○ 高校におけるインターンシップコーディネーターの配置……..…P. 8 

○ 健全育成のための体験活動推進事業………………………………...P. 9 

○ スーパー・プロフェッショナル・ハイスクール……………………P. 10 

○ 大学等における地域復興のためのセンター的機能整備事業.……P. 11 

○ 地（知）の拠点整備事業（大学 COC 事業）………..……………P. 12 

○ 産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業……….P. 13 

○ 「地域再生人材創出拠点の形成」プログラム…………………….P. 14 

○ 大強度陽子加速器施設（J―PARC）の整備・共用………….……P. 15 

○ 大型放射光施設（SPring―8・SACLA）の整備・共用……………P. 16 

○ 先端研究基盤共用・プラットフォーム形成事業………………….P. 17 

○ 研究成果展開事業（先端計測分析技術・機器開発プログラム）…P. 18 

○ 大学発新産業創出拠点プロジェクト……………………………….P. 19 

○ イノベーションシステム整備事業 

（地域イノベーション戦略支援プログラム）……………………...P. 20 

○ 知財活用支援事業………………………………………………….…P. 21 

○ 研究成果展開事業（研究成果最適展開支援プログラム）…………P. 22 

○ 産学官連携による東北発科学技術イノベーション創出プロジェクト…….P. 23 

○ 革新的ハイパフォーマンス･コンピューティング･インフラの構築….P. 24 



○ (独)海洋研究開発機構・国際海洋環境情報センターの運営.……P. 25 

○ 東北マリンサイエンス拠点形成事業………………………………P. 26 

○ 公立中学校武道場の整備事業………………………………………P. 27 

○ 公立社会体育施設耐震化事業………………………………………P. 28 

○ スポーツを通じた地域コミュニティ活性化促進事業……………P. 29 

○ 地域スポーツとトップスポーツの好循環推進プロジェクト……P. 30 

○ 通学路安全推進事業…………………………………………………P. 31 

○ 実践的防災教育総合支援事業………………………………………P. 32 

○ 学校保健課題解決支援事業…………………………………………P. 33 

○ 学校安全教室の推進…………………………………………………P. 34 

○ 防災教室の推進………………………………………………………P. 35 

○ 文化芸術創造都市推進事業…………………………………………P. 36 

○ 劇場・音楽堂等活性化事業…………………………………………P. 37 

○ 地域発・文化芸術創造発信イニシアチブ…………………………P. 38 

○ 文化遺産を活かした地域活性化事業………………………………P. 39 

○ 「歴史文化基本構想」普及促進事業………………………………P. 40 

○ 民俗文化財伝承・活用等事業………………………………………P. 41 

○ 地域と共働した美術館・歴史博物館創造活動支援事業…………P. 42 

○ 地域の特性を活かした史跡等総合活用支援推進事業……………P. 43 

○ 重要伝統的建造物群保存地区保存修理事業………………………P. 44 

○ 文化財建造物等を活用した地域活性化事業………………………P. 45 
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－ ○ - -
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ミュニ
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地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
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促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
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その他

○ ○ ○ ○ - - - - ○ - - - - - ○ - - - -

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

○ - - -

概要
（支援の仕組み

等）

国が果たすべき責務である義務教育をはじめとする教育の機会均等と水準の維持向上を図る観点から、「義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に
関する法律」に基づき、地方公共団体において学校教育の円滑な実施を確保するために行う学校施設整備に要する経費について、国が一部補助す
る。

支援対象者
（実施主体）

都道府県及び市町村

文部科学省

大臣官房文教施設企画部
施設助成課

電話（直通）

 -

支援を受ける手順は、以下の通り。
①負担事業者（国庫負担金の交付を受けようとする都道府県又は市町村）が、当該国庫負担金の交付を受けて行おうとする事業について、「国庫負担
事業認定申請書」(以下「認定申請書」という)を作成及び文部科学大臣に提出（市町村立の学校に係るものについては、都道府県教育委員会を経由し
て提出）。
②文部科学大臣は認定申請書に基づき審査を行い、国庫負担事業として認定。
③負担事業者は、認定申請書についての「国庫負担金交付申請書」（以下「交付申請書」という）を提出。
④文部科学大臣は、交付申請書に基づき審査を行い、交付決定を行う。
⑤負担事業者は、国庫負担事業が完了したとき又は国の会計年度が終了したときは、「実績報告書」を文部科学大臣(国庫負担事業者が市町村の場
合には、都道府県教育委員会）に提出。
⑥文部科学大臣(国庫負担事業者が市町村の場合には、都道府県教育委員会）は、実績報告書に基づき審査を行い、額の確定。

学校施設環境改善交付金を受ける手順は、以下のとおり。
①地方公共団体は、文部科学省告示として定めた施設整備基本計画に即して、施設整備計画を作成及び文部科学大臣に（市町村にあっては、都道府
県教育委員会を経由して）提出。
②文部科学大臣は施設整備基本方針・計画に基づき予算の範囲内で事業を採択（内定）。
③内定を受けた地方公共団体は「学校施設環境改善交付金交付申請書」を文部科学大臣に提出。
④文部科学大臣は、提出された「学校施設環境改善交付金交付申請書」に基づき審査を行い、交付決定を行う。
⑤交付対象事業者は、交付対象事業が完了したとき又は国の会計年度が終了したときは、「実績報告書」を文部科学大臣（交付対象事業者が市町村
の場合には、都道府県教育委員会）に提出。
⑥文部科学大臣（交付対象事業者が市町村の場合には、都道府県教育委員会）は、実績報告書に基づき審査を行い、額の確定。

地方公共団体が行う学校施設整備に要する以下の経費を補助。
○新増築事業：原則　１/２　（沖縄県　８．５/１０）
○改築、補強、大規模改造事業等：原則　１/３　（改築事業は、沖縄県　７．５/１０）
○地震防災対策特別措置法の嵩上げを受けて実施する改築事業：　１/２
○地震防災対策特別措置法の嵩上げを受けて実施する補強事業：　Is値０.３未満　２/３
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Is値０.３以上　１/２　等

地域類型の区分 施策類型の区分

税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

公立学校施設の耐震化や防災機能強化、バリアフリー化等の整備を進めることにより、次のような観点から地域及び地域活性化に資すると想定され
る。

○安全性が確保された公立学校施設は、災害時における地域の避難所として機能するほか、地域コミュニティの拠点としての役割を果たす。
○施設整備に当たっては、建築・電気設備・機械設備など幅広い分野の工事を実施することから、当該地域の中小企業の受注が拡大し、
地域経済の活性化につながる。

公立学校施設整備費
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

P.20 11～12行目

URL http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyosei/main11_a2.htm

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

義務教育諸学校等の施設費の国
庫負担等に関する法律第3条1項・
第12条1項

TEL:　03-6734-2000
FAX:　03-6734-3743

-

施策の位置付け
（該当に○印）

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

P.76 26～37行目

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

127,077
予算

  (127,075)

根拠法令等

法制度

施策名

1

http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyosei/main11_a2.htm


公共 非公共

－ ○ － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ － ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

施策の位置付け
（該当に○印）

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

○

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

1,679
予算

(1,103)

根拠法令等

法制度

施策名

URL http://www.mext.go.jp/a_menu/shougai/senshuu/1347553.htm

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

教育基本法第2条第2号
同法第3条

03-6734-3468

－

税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

成長分野等における中核的専門人材や高度人材の養成を図るとともに、特に、社会人や女性の学び直しを全国的に推進する。

成長分野等における中核的専門人材養成等の戦略的推進
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

－

○各教育機関等が企画提案を文部科学省宛申請
○外部有識者の審査委員会の審査により採択事業を決定
○採択された各事業者は、事業計画書を作成し、文部科学省宛提出
○文部科学省が上記事業計画書を精査し、必要に応じて経費等に係る調整を行った後、委託契約を締結（精算払い）

　成長分野等における中核的専門人材や高度人材の養成を図るための取組（公募により採択）に対し、必要な経費を委託費により支援する。

地域類型の区分 施策類型の区分

概要
（支援の仕組み

等）

　専修学校、大学、大学院、短期大学、高等専門学校、高等学校等と産業界等が産学官コンソーシアムを組織し、その下で具体的な職域プロジェクトを
展開し、協働して、社会人、女性、生徒・学生の就労、キャリアアップ、キャリア転換に必要な実践的な知識・技術・技能を身につけるための学習システム
等を構築する委託事業。

支援対象者
（実施主体）

教育機関等

文部科学省

生涯学習政策局生涯学習推進課専修学校教育振興室 電話（直通）

新規

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

○ － － －

2

http://www.mext.go.jp/a_menu/shougai/senshuu/1347553.htm


公共 非公共

- ○ - -
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６次産
業化
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り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護
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その他

○ ○ ○ ○ ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - - -

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

- ○ - -

概要
（支援の仕組み

等）

地域における様々な現代的課題に対し、地域に蓄積したソーシャル・キャピタル（社会関係資本）である公民館を中心に、課題解決のため行政の関係部
局の垣根を越え、関係諸機関と連携・協働して実施する取組みを支援し、社会教育の活性化を通じて、地域の絆、地域コミュニティの再生及び地域活性
化を図る。

支援対象者
（実施主体）

地方公共団体（都道府県、市区町村）

文部科学省

生涯学習政策局社会教育課 電話（直通）

東日本大震災での経験を踏まえ、今後発生が予想される南海トラフ巨大地震、その他大規模災害に備え、地域の防災力を向上し、地域における自助、
共助に基づく防災・減災教育（リスクコミュニケーション）を国と地方公共団体で創り上げる共同的実証研究として推進するために、地域の防災拠点形成
支援プログラムについては重点化項目として要求。

支援を受けるまでの手順は以下のとおり
　①地方公共団体より、文部科学省に計画書を提出
　②文部科学省より、地方公共団体に内定を通知
　③地方公共団体より、申請書を提出
　④文部科学省より、契約決定通知及び委託契約書を送付

地域の絆、地域コミュニティの再生及び地域活性化のための具体策に沿った以下のテーマに合致した取組みを国と自治体との共同実証研究として実
施する。
テーマ：①若者の自立・社会参画支援
　　　　　②地域の防災拠点形成支援
　　　　　③地域人材による家庭支援
　　　　　④地域振興支援
　　　　　⑤その他地域の教育的資源を活用した地域課題解決支援

地域類型の区分 施策類型の区分

税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

地域の物的資本や人的資本を最大限活用し、行政の関係部局の垣根を越えて連携・協働して行われる取組により、社会教育が活性化し、地域コミュニ
ティの再生を通じた地域活性化を図ることを通じて、元気な日本の再生が図られる。

公民館等を中心とした社会教育活性化支援プログラム
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

-

URL

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

第２期教育振興基本計画（平成２
５年６月１４日閣議決定）

03-6734-2974

-

施策の位置付け
（該当に○印）

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

-

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

133
予算

(207)

根拠法令等

法制度

施策名

3



公共 非公共

- ○ - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文
化・食
産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、
情報通

信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ○ ― ― ― ―

施策の位置付け
（該当に○印）

税制 法制度 予算額（百万円）
上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

施策名 生涯学習を通じた高齢者の地域づくり参画促進事業

継続-- ○

4

(4)

予算

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済
活性化の観点から有効と考えられる施
策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支

援）
②地域間の交流・連携の推進

区分（新規・継続・変更）
③地域の生活や産業の基盤整備

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等 高齢社会対策基本法第11条

- -

担当課室 生涯学習政策局社会教育課 電話（直通） 03-6734-2970

URL 【参考URL】http://www.mext.go.jp/a_menu/ikusei/koureisha/1286130.htm

省庁名 文部科学省

-

概要
（事業の仕組
み、内容、効果

等）

　高齢者の地域づくりへの主体的な参画促進を図るために、平成23年度「超高齢社会における生涯学習の在り方に関する検討会」における検討結果等を全国
に還元するとともに、有識者によるパネルディスカッションや高齢者・プレ高齢者を対象とした生涯学習の先進的な事例発表等を行う研究協議会を開催。
　研究協議会で周知する国の研究成果や全国の先進的事例等を参考に、各地方公共団体や関係団体が主体的に地域の実情や課題に応じた施策を展開す
ることが可能。また、全国的な観点からの情報提供を行う事で、地域間の格差の是正にもつながる。さらに、研究協議会における交流を通じて、関係者や関係
機関の連携を図ることができ、地域の課題解決に資する新たなネットワークの形成や仕組みづくりにもつながる。

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

変更のポイント

4



公共 非公共

- ○ - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○ － － － － － - － － － ○ - － － － －

施策の位置付け
（該当に○印）

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

34ページ、3行

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

3,814の内数
予算

4,923の内数

根拠法令等

法制度

施策名

URL
http://manabi-mirai.mext.go.jp/
http://www.mext.go.jp/a_menu/01_l/08052911/004.htm

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

教育基本法第13条
社会教育法第3条3、第5条

03－6734－3260

-

税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

○　多様な知識や経験を持つ地域の大人と触れ合う機会が増加することで、社会性や規範意識、コミュニケーション能力の向上
○　学校の授業や放課後の体験活動などが充実
○　教員や保護者とは異なる視点で、幅広く子供に眼が届きやすくなる
○　地域への愛着、ボランティア活動への関心など社会への主体的な参画意識
○　教員だけでは担いきれない業務などを住民が支援することで、教員が、より多くの時間を子供と向き合うことや授業準備等に充てられる
○　地域住民や保護者と学校が目標や課題を共有し、課題解決に向けて社会総がかりで取り組む契機になる
○　地域住民にとって、新たに学び、これまでの知見や経験の活用・実践の機会
○　地域の教育力の向上
○　地域住民の間の絆をより強く結び付け、活力ある地域コミュニティを形成

学校・家庭・地域の連携による教育支援活動促進事業
（学校・家庭・地域の連携協力推進事業）

予算額（百万円）
上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

16ページ、1行目

－

支援を受ける手順は、以下の通り。
①都道府県、指定都市、中核市が、実施する学校・家庭・地域の連携による教育支援活動
　促進事業の事業内容、経費等を記した交付申請書を提出
②予算の範囲内で交付

○授業の補助、校内の環境整備、学校行事の運営支援など、学校の要望に応じた学校の支援活動（学校支援地域本部）
○放課後や週末等において、子どもの活動場所を確保し、学習や様々な体験・交流活動の機会を提供する放課後等の支援活動（放課後子ども教室）
○家庭教育支援チームの組織化等による相談対応、保護者への学習機会や親子参加行事の企画・提供など、家庭教育支援活動（家庭教育支援活
動）
○登下校時における見守り・巡回等子どもの安全確保のための活動　等

地域類型の区分 施策類型の区分

概要
（支援の仕組み

等）

地域住民等の参画による地域の実情に応じた取組を有機的に組み合わせて
①授業等における学習補助や教員の業務補助などの学校支援
②放課後等に子どもたちの安心安全な活動場所を確保し学習や様々な体験・交流活動の機会を提供する放課後等支援
③親への学習機会の提供や相談対応などの家庭教育支援
④子どもの安全確保のための見守り等
様々な教育支援活動を行う。
本事業を市町村（特別区を含む。）が実施するために必要な経費のうち、補助金交付の対象として文部科学大臣が認める経費について予算の範囲内
で補助金を交付する。（補助率：１／３）

支援対象者
（実施主体）

地方公共団体（都道府県、指定都市、中核市）

文部科学省

社会教育課地域/学校支援推進室 電話（直通）

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

○ - - -

5

http://manabi-mirai.mext.go.jp/
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公共 非公共

― ○ ― ―

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ―

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

― ― ― ○

概要
（支援の仕組み

等）

交通条件及び自然的、経済的、文化的諸条件に恵まれない山間地、離島等に所在する公立の小・中学校（へき地学校等）の教育の振興を図るため、
へき地教育振興法等に基づき、都道府県及び市町村が実施する下記事業に対して国が補助金を交付。

　①スクールバス・ボート等購入費
　②寄宿舎居住費
　③高度へき地修学旅行費
　④遠距離通学費
　⑤離島高校生修学支援費
　⑥保健管理費

支援対象者
（実施主体）

都道府県、市町村

文部科学省

初等中等教育局財務課 電話（直通）

―

支援を受けるまでの手順は、以下のとおり。

　○文部科学省が都道府県に対し事業計画書の提出を依頼
　○都道府県が文部科学省に対し事業計画書を提出
　○文部科学省が都道府県に対し交付内定及び交付申請書の提出を依頼
　○都道府県が文部科学省に対し交付申請書を提出
　○文部科学省が都道府県に対し交付決定
　○文部科学省が都道府県に対し事業状況報告書の提出を依頼
　○都道府県が文部科学省に対し事業状況報告書を提出
　○文部科学省が都道府県に対し変更・追加交付内定及び追加交付申請書の提出を依頼
　○都道府県が文部科学省に対し変更・追加交付申請書を提出
　○文部科学省が都道府県に対し変更・追加交付決定

①スクールバス・ボート等購入費（補助率：１／２）
　へき地学校、学校統合等の通学条件の改善を図るためにスクールバス・ボートを購入する都道府県及び市町村に対する補助

②寄宿舎居住費（補助率：１／２）
　寄宿舎に入居した児童・生徒の保護者が支弁することとなる寄宿舎居住に要する食費・日用品費及び寝具費の徴収を免除する都道府県及び市町村
に対する補助

③高度へき地修学旅行費（補助率：２／３（財政力指数０．４未満）又は１／２（財政力指数０．４以上））
　高度へき地学校（３級～５級）の児童・生徒が参加する修学旅行に要する経費のうち、交通費、宿泊費を負担する都道府県及び市町村に対する補助

④遠距離通学費（補助率：１／２）
　学校統合により遠距離通学となる児童・生徒（児童4km以上（豪雪地帯2km以上）、生徒6km以上（豪雪地帯3km以上））の通学に要する交通費を負担
する市町村に対する補助。
　また、激甚災害により通学が困難となった児童・生徒の通学に要する交通費を負担する都道府県及び市町村に対する補助

⑤離島高校生修学支援費（補助率：１／２）
　高校未設置離島の高校生を対象に、通学費、居住費等に要する経費を支援する都道府県及び市町村に対する補助

⑥保健管理費（補助率：１／２（医師等派遣事業）、１／３（心臓検診事業））
　へき地学校における児童生徒の保健管理の適正な実施並びに学校環境衛生の維持改善を図るため、地方公共団体が健康診断等を行うため医師、
歯科医師及び薬剤師の派遣、心電図検診の実施を円滑に行うために必要な経費に対する補助

地域類型の区分 施策類型の区分

税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

へき地児童生徒援助費等補助金は、教育の機会均等の趣旨に基づき、かつ、へき地等における教育の特殊事情にかんがみ、へき地教育振興法等に
基づき都道府県又は市町村が実施する事業に係る経費の一部を国が補助するものであり、児童生徒に係る通学条件の緩和、修学の機会の確保、健
康管理の適正な実施等の効果がある。

へき地児童生徒援助費等補助金
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

―

URL

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

へき地教育振興法第３条第４号、第３条第５
号、第６条第１項
離島振興法第15条第１項
奄美群島振興開発特別措置法第34条第１項
小笠原諸島振興開発特別措置法第36条第１
項

03-6734-2027

―

施策の位置付け
（該当に○印）

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

―

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

1,309
予算

(1,277)

根拠法令等

法制度

施策名

6



公共 非公共

－ ○ － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ － ○ － － － － － － － － － ○ － － － －

施策の位置付け
（該当に○印）

新規

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

－ ○ － －

概要
（支援の仕組み

等）

高等教育機関に進学する若者も含め、将来において社会的・職業的に自立した若者を育み、地域を支える人材を育成することを目指し、小学校から高
等学校まで一貫したキャリア教育を支援する地域における組織の設置を促進する。

本事業において、事業実施主体に以下の（１）～（３）の取組を委託。
（１）学校におけるキャリア教育に対する支援を目的とする、地域の関係者が参画する会議体の設置及び運営
（２）学校の教育活動に対して行われる、社会人講師の派遣や企業等が作成する一定の教育コンテンツの提供などによる支援の促進
（３）学校の教育活動として校外で実施される職場見学、職場体験活動及びインターンシップ等（以下「インターンシップ等」という。）に対する支援の促進

＜留意事項＞
支援の対象とする学校種について、小学校、中学校及び高等学校を支援の対象とする。

支援対象者
（実施主体）

都道府県、指定都市、中核市又は特例市の全域で学校におけるキャリア教育支援を行うことができる地方自治体（教育委員会や労働商工関係部局）又
は地域の経済団体等

文部科学省

児童生徒課指導調査係 電話（直通）

①公募開始：平成26年3月28日（金）
②公募締切：平成26年4月18日（金）
③選定：平成26年4月下旬頃
④契約締結：平成26年5月上旬頃
⑤契約期間：契約締結日から平成27年3月31日（火）まで

一推進地域あたり、２，４００千円程度を上限として委託する。

地域類型の区分 施策類型の区分

地域キャリア教育支援協議会設置促進事業
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

法制度

03-6734-3297

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

－ －

－

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

第2期教育振興基本計画（平成25
年6月14日閣議決定）1-5、13-1

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

－

施策名
税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

学校が地域社会や企業・経済団体等と連携・協働していくにあたって、学校からは「受入先の確保が困難」、企業からは「学校側からの支援の要望がな
い」という声が挙げられるなど、学校と地域社会や企業等との意思疎通や調整に課題があるともされており、地域ごとに学校におけるキャリア教育の支
援を行う協議会の設置を促進することにより、学校におけるキャリア教育の更なる推進を図ることが期待できる。

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

30
予算

（42）

根拠法令等

URL http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/career/detail/1339053.htm

変更のポイント

省庁名

担当課室

7

http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/career/detail/1339053.htm


公共 非公共

－ ○ － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ － ○ － － － － － － － － － ○ － － － －

施策の位置付け
（該当に○印）

新規

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

－ ○ － －

概要
（支援の仕組み

等）

高等学校普通科において、インターンシップを促進するため、地域企業と高校との仲介役となる人材の配置を促進する。

本事業において、事業実施主体に以下の（１）～（３）の取組を委託。
（１）学校の希望に応じた多様なインターンシップ受入先を開拓すること
（２）開拓した受入先及び受入れ条件等を一覧表などにデータベース化すること
（３）（２）で作成したデータベースを教育委員会及び高等学校で共有し、学校や生徒に継続的に幅広く情報発信を行うこと

＜留意点＞
支援の対象について、域内の複数の高等学校普通科を対象とすること。

支援対象者
（実施主体）

都道府県等の教育委員会

文部科学省

児童生徒課指導調査係 電話（直通）

①公募開始：平成26年3月28日（金）
②公募締切：平成26年4月24日（木）
③選定：平成26年4月下旬
④契約締結：平成26年5月中旬
⑤契約期間：契約締結日から平成27年3月31日（火）まで

一件あたり、１，６００千円程度を上限として委託する。

地域類型の区分 施策類型の区分

高校におけるインターンシップコーディネーターの配置
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

法制度

03-6734-3297

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

－ －

－

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

第2期教育振興基本計画（平成25
年6月14日閣議決定）1-5、13-1

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

－

施策名
税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

高等学校普通科にインターンシップコーディネーター（インターンシップにおいて学校と企業等を仲介する者）を配置することにより、学校におけるキャリ
ア教育の更なる推進を図ることが期待できる。

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

12
予算

（0）

根拠法令等

URL

変更のポイント

省庁名

担当課室

8



公共 非公共

― ○ ― ―

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○ - - - - - - - - - - ○ - - - -

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

46
予算

(26)

根拠法令等

施策の位置付け
（該当に○印）

URL

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

学校教育法第３１条

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

―

施策名
税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

様々な創意工夫のある農山漁村等における体験活動を行うことにより、生命や自然を大切にする心や他人を思いやる優しさ、社会性、規範意識などを
育み、児童生徒の健全育成が図られる。

健全育成のための体験活動推進事業
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

法制度

０３－６７３４－３２９９

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

― ―

-

補助を受ける手順は以下のとおり。
①都道府県、市区町村が、事業計画書を作成し文部科学省へ提出。
②文部科学省が事業計画書を審査し、事業を実施する都道府県、市区町村へ内定を通知。
③事業を実施する都道府県、市区町村が補助金交付申請書を文部科学省に提出。
④文部科学省が補助金交付申請書を審査し、補助金の交付を決定。
⑤文部科学省が事業を実施する都道府県、市区町村に補助金を交付。

○宿泊体験事業
　いじめの未然防止を図るため、児童生徒の健全育成を目的として、小学校・中学校・高等
　学校等が行う２泊３日以上の宿泊体験を通じた体験活動を実施する事業
○体験活動推進協議会
　各都道府県、市区町村において、地域の実態等を踏まえ、体験活動を円滑に実施するため
　に、様々な体験活動を推進していく上での課題や成果についての議論、好事例の収集、学
　校への情報提供、取組の普及等を行う体験活動推進協議会を設置・運営する事業

上記対象事業について、都道府県、市区町村が実施する事業に対して補助する（補助率１／３）。

地域類型の区分 施策類型の区分

概要
（支援の仕組み

等）

いじめの未然防止を図るため、児童生徒の健全育成を目的として様々な創意工夫のある農山漁村等における体験活動の取組を行う都道府県・市区町
村を支援する。（補助率１／３）

支援対象者
（実施主体）

都道府県、市区町村

文部科学省

初等中等教育局児童生徒課生徒指導室 電話（直通）

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

― ○ ○ ―

9



公共 非公共

○

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

新規

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

○ － － －

概要
（支援の仕組み

等）

専門高校において、大学・研究機関・企業等と連携し、共同研究を行って成果を地域に還元したり、長期の現場実習を行うなどにより、社会の第一線で
活躍する専門的職業人を養成するための調査研究を委託事業により実施。

支援対象者
（実施主体）

国公私立高等学校（学校設置者経由）

文部科学省

初等中等教育局児童生徒課産業教育振興室 電話（直通）

－

以下のとおり。

○文部科学省が事業実施を希望する学校を公募
○事業実施を希望する学校は応募書類を提出（設置者を経由）
○文部科学省が応募書類を審査の上、事業実施校を内定
○内定を受けた学校は文部科学省へ事業計画書を提出（設置者を経由）
○文部科学省と学校設置者との間で委託契約を締結

調査研究を実施するための必要な経費を委託費により支援。（設備備品費，人件費，諸謝金，旅費，借損料，消耗品費（図書購入費含む），会議費，通
信運搬費，雑役務費，その他，消費税相当額，一般管理費，再委託費）

地域類型の区分 施策類型の区分

税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

産業界で必要な専門知識・技術の高度化、複合産業の発展に対応した高度で実践的な教育が必要となっている。本事業の実施により、地域の産業界
と学校との連携が構築されるとともに、地域産業を担う高度な人材の育成が進み、地域が活性化される。

スーパー・プロフェッショナル・ハイスクール
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

－

URL http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/26/04/1346420.htm

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

03-6734-2904

－

施策の位置付け
（該当に○印）

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

p.35 16～19行目

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

84
予算

－

根拠法令等

法制度

施策名

10



公共 非公共

― ○ ― ―

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○

施策の位置付け
（該当に○印）

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

―

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

1,119
予算

(1,399)

根拠法令等

法制度

施策名

URL http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kaikaku/chiikifukkou/index.htm

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

―

03-6734-3335

―

税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

　各地域復興センターが、それぞれの強みを活かしながら、全国の大学や専門家と連携し、さらに被災自治体や住民と協働し、被災地のニーズに真に
応えた復興に貢献する。

大学等における地域復興のためのセンター的機能整備事業
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

―

―

　支援を受けるまでの手続きは、以下のとおり
　　・文部科学省による公募
　　・大学等による申請
　　・文部科学省による書面審査
　　・文部科学省による面接審査
　　・採択大学決定
　　・文部科学省による交付決定

　以下の取組を行う被災地の大学等の地域復興センターを支援。
　○（主な取組例）　　・地域のコミュニティ再生（ボランティア、アーカイブ化）
　　　　　　　　　　　　　・地域の産業再生・まちづくり
　　　　　　　　　　　　　・地域復興の担い手育成
　　　　　　　　　　　　　・地域の医療再生
　○（支援対象）　岩手県、宮城県、福島県（隣接地域を含む）の大学及び高等専門学校

　地域復興センターは、被災地の大学等がもつ高度な知的資源を集約し、復興に取り組む拠点となり、また、様々な大学・専門家のネットワークの中核
となるものであり、これにより、被災地のニーズに応じた復興の取組を発展させる。

地域類型の区分 施策類型の区分

概要
（支援の仕組み

等）
　被災地の大学等を中心として、地域復興センター的機能を整備し、災害医療教育、地域産業再生、復興の担い手の育成などを支援する。

支援対象者
（実施主体）

　大学等

文部科学省

高等教育局大学振興課大学改革推進室 電話（直通）

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

― ○ ― ―

11
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公共 非公共

― ○ ― ―

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ―

担当課室 高等教育局大学振興課大学改革推進室 電話（直通） 03-6734-3335

URL http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kaikaku/coc/index.htm

変更のポイント ―

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 文部科学省

支援内容
（単価・水準等）

　大学内の全部局が有機的に連携し、以下の取組例を複数実施することのみならず、将来的には、教育カリキュラム・教育組織の改革につなげていくこ
とができる取組のうち、特に優れたものを支援することで、各大学の強みを活かした機能別分化を推進する。
　　○地域活性化・地域支援の取組
　　○地域人材の育成・雇用機会の創出
　　○産学官連携・地場産業の振興

想定する具体的
効果

○地域再生・活性化の核となる大学等を全国に整備
○大学のガバナンス改革を進めるとともに各大学の強みを活かした機能別分化を推進

支援手続
（申請～交付決

定）

　支援を受けるまでの手続きは、以下のとおり
　　・文部科学省による公募
　　・大学等による申請
　　・文部科学省による書面審査
　　・文部科学省による面接審査
　　・採択大学決定
　　・文部科学省による交付決定

概要
（支援の仕組み

等）

　大学等が自治体を中心に地域社会と連携し、地域の課題解決にあたる全学的な取組のうち、特に優れたものを支援することで、課題解決に資する
様々な人材や情報・技術が集まる、地域コミュニティの中核的存在としての大学の機能強化を図る。

支援対象者
（実施主体）

　大学等

施策の位置付け
（該当に○印）

― ― 継続

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等 ―
P.35　14行
P.36　11行

― ―

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

法制度 予算額（百万円）
上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

3,426

○ ―

施策名 地（知）の拠点整備事業（大学COC事業）

予算
税制

(2,273)
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公共 非公共

- ○ - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ - - - - - - - - - - - - ○ - - - -

施策の位置付け
（該当に○印）

新規

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

○ - - -

概要
（支援の仕組み

等）

大学・短期大学がインターンシップ等支援団体との連携の下、インターンシップ等のマッチングのための組織を形成し、インターンシップの取組拡大に資
する事業を通じ、地域全体へのインターンシップ等の普及・定着を図るとともに、大学・短期大学におけるキャリア教育の充実を図り、平成27年度以降の
卒業・修了予定者に対する就職・採用活動の後ろ倒しへの円滑な移行を目指す。

支援対象者
（実施主体）

大学・短期大学

文部科学省

高等教育局専門教育課 電話（直通）

　支援を受けるまでの手続きは、以下のとおり
　　・文部科学省による公募
　　・大学等による申請
　　・文部科学省による書面審査
　　・文部科学省による面接審査
　　・採択大学決定
　　・文部科学省による交付決定

大学・短期大学がインターンシップの取組拡大に資する事業を通じ、地域における持続可能なインターンシップの基盤作りを目指す取組に対して支援す
る。
○地域内のインターンシップ等の受入企業の開拓や、受入企業に対する事前・受入期間中・事後を通じた実習内容等に関する指導・助言の実施
○インターンシップや産学連携教育等のマッチングの実施、手法・モデルの開発
○大学等・インターンシップ等の支援団体・企業においてインターンシップのコーディネートを行う専門人材の養成、手法・モデルの開発
○　インターンシップに関わるステークホルダー（大学等、企業、学生、インターンシップ等支援団体等）による情報交換会等キャリア教育・就職支援に関
する情報共有の実施

地域類型の区分 施策類型の区分

産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業
予算要求額（百万円）
上段：平成26年度概算
(下段：前年度現計予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

法制度

03-6734-4750

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

p16　13行 -

-

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

-

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

p35　14行～19行

施策名
税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

○地域全体へのインターンシップの普及・定着
○大学等におけるキャリア教育の充実
○平成２７年度以降の卒業・修了予定者に対する就職・採用活動の後ろ倒しへの円滑な移行

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

151
予算

()

根拠法令等

URL http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kaikaku/sangyou/

変更のポイント

省庁名

担当課室
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公共 非公共

― ○ ― ―

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ― ― ―

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

1,270の内
数

予算

4,769の内
数

法制度

URL http://www.jst.go.jp/shincho/program/chiiki.html

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

第Ⅱ.二．テーマ４①②
（P81L25, P83L9,L25, P85L7,L26）

03-6734-4017

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

施策名

税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

地域における科学技術システム及び我が国の人材創出システムの改革を推進

地域再生人材創出拠点の形成
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

根拠法令等
２．（２）②（ⅰ）

（P5L28）

電話（直通）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

第２章４．
（P16L29）

―

＜新規公募は平成22年度をもって終了＞
平成22年までに採択された地域について引き続き支援

年間5,000万円を上限に科学技術を活用して地域に貢献する優秀な人材を創出する拠点形成に対して、5年間（3年目に中間評価）の支援を行う。
中間評価の結果に応じて、計画の変更、課題の中止等の見直しを行う。

地域類型の区分 施策類型の区分

「平成24年度 科学技術戦略推進
費の実施方針」平成24年3月15日

総合科学技術会議　等

区分（新規・継続・変更）

概要
（支援の仕組み

等）

将来的な地域産業の活性化や地域の社会ニーズの解決に向けて、科学技術を活用して地域に貢献する優秀な人材を創出する拠点を形成。
支援の対象となる取組は地域自治体と連携した科学技術を活用した地域再生のための人材養成を目的とした取組として、以下の２つを想定。
（A）地域発の新産業創出や地域活性化に貢献する人材の養成ユニット
（B）防災、環境、地域医療、少子・高齢化等の地域固有の社会ニーズに対応して、その解決に貢献する人材ユニット
また連携を図る自治体は、本プログラムを活用することを盛り込んだ地域再生計画を策定し、本プログラムの選定の結果を受けて、内閣総理大臣の認
定を受けることを条件とする。

支援対象者
（実施主体）

大学、大学共同利用機関、高等専門学校(地元自治体との共同提案とする)

文部科学省

科学技術・学術戦略官付（制度改革・調査担当）

施策の位置付け
（該当に○印）

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

○ ― ― ―
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公共 非公共

- ○ - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

― ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

― ― ― ○

概要
（支援の仕組み

等）

＜事業概要＞
世界最高レベルのビーム強度を有する陽子加速器施設により中性子を用いた新しい研究手段を提供する研究施設であるJ-PARCの計画的な整備・安
定した運営の確保により、茨城県東海村に設置され、幅広い利用に供し、物質・生命科学等の基礎科学から産業応用までの多様な研究を推進する。本
施設には、茨城県によるビームラインも設置されており、新産業の創出などに貢献する。
＜支援の仕組み＞
○J-PARCの安定した運用を確保するため、設置者に補助金を交付。
○幅広い分野の研究者等による利用を促進するため、登録施設利用促進機関に利用者促進業務を実施するための交付金を交付。

支援対象者
（実施主体）

(独)日本原子力研究開発機構、登録施設利用促進機関

文部科学省

科学技術・学術政策局　研究開発基盤課　量子放射線研究推進室 電話（直通）

―

A期（年度の上期）とB期（同下期）に分けて研究課題を公募。
A期：前年度11月上旬に公募〆切り。2月上旬に採否決定。（H24年度実績）
B期：7月上旬に公募〆切り。10月上旬に採否決定。（H24年度実績）

特定先端大型研究施設運営費等補助金により、施設設置者である（独）日本原子力研究開発機構が行う施設の建設・整備及び運転・維持管理等を支
援。
特定先端大型研究施設利用促進交付金により登録施設利用促進機関である（財）総合科学研究機構が行う利用促進業務（利用者選定及び利用支援
業務）等を支援。

地域類型の区分 施策類型の区分

税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

最先端の研究拠点としての施設の高度化や研究環境の充実を図ることで、幅広い研究者等による最大限の共用を促進し、地域の新産業の創出などに
貢献する。

大強度陽子加速器施設（J-PARC）の整備・共用
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

―

URL http://j－parc.jp/

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

特定先端大型研究施設の共用の
促進に関する法律

03-6734-4115

―

施策の位置付け
（該当に○印）

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

―

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

16,777
予算

(16,443)

根拠法令等

法制度

施策名
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公共 非公共

- ○ - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

― ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

15,398
予算

(14,914)

根拠法令等

URL
http://www.spring8.or.jp/ja/
http://xfel.riken.jp/

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

特定先端大型研究施設の共用の
促進に関する法律

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

―

施策名
税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

最先端の研究拠点としての施設の高度化や研究環境の充実を図ることで、幅広い研究者等による最大限の共用を促進し、地域の新産業の創出などに
貢献する。

大型放射光施設（SPring-8・SACLA）の整備・共用
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

法制度

03-6734-4115

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

― ―

―

A期（年度の上期）とB期（同下期）に分けて研究課題を公募。
＜SPring-8＞
A期：前年度11月下旬～12月上旬に公募〆切り。2月上旬に採否決定。（平成24年度実績）
B期：6月下旬に公募〆切り。8月中旬に採否決定。（平成24年度実績）
＜SACLA＞
A期：前年度12月中旬に公募〆切り。1月下旬に採否決定。（平成24年度実績）
B期：6月中旬に公募〆切り。8月上旬に採否決定。（平成24年度実績）

特定先端大型研究施設運営費等補助金により、施設設置者である（独）理化学研究所が行う施設の建設・整備及び運転・維持管理等を支援。
特定先端大型研究施設利用促進交付金により登録施設利用促進機関である（公財）高輝度光科学研究センターが行う利用促進業務（利用者選定及び
利用支援業務）等を支援。

地域類型の区分 施策類型の区分

概要
（支援の仕組み

等）

＜事業概要＞
SPring-8は、世界最高性能の放射光により微細な物質の構造や状態の解析を可能とする研究施設。
SACLAは、従来の10億倍を上回る高輝度のX線レーザーを発振し、原子レベルの超微細構造、化学反応の超高速動態・変化を瞬時に計測・分析可能
な世界最高性能の研究基盤施設（国家基幹技術）。
両施設共に兵庫県播磨科学公園都市に建設されており、その計画的な整備・安定した運転の確保により、幅広い利用に供し、ライフサイエンスや材料・
ナノテクノロジーをはじめとする様々な科学技術分野において革新的な成果を生み出し、新産業の創出などに貢献する。
＜支援の仕組み＞
○「SPring-8」及び「SACLA」の安定した運用を確保するため、設置者に補助金を交付。
○幅広い分野の研究者等による利用を促進するため、登録施設利用促進機関に利用者促進業務を実施するための交付金を交付。

支援対象者
（実施主体）

(独)理化学研究所、登録施設利用促進機関

文部科学省

科学技術・学術政策局　研究開発基盤課　量子放射線研究推進室 電話（直通）

施策の位置付け
（該当に○印）

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

― ― ― ○
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公共 非公共

― ○ ― ―

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

○ ― ― ―

概要
（支援の仕組み

等）

大学・独立行政法人等が保有する外部利用に供するにふさわしい先端研究施設・設備の産学官への共用を促進する。また、これらの施設・設備の機能
別ネットワーク化等により、産業界をはじめ多様な利用ニーズに効果的に対応する科学技術イノベーションのプラットフォームを形成する。

支援対象者
（実施主体）

大学、独立行政法人等

文部科学省

科学技術・学術政策局研究開発基盤課 電話（直通）

―

支援を受けるまでの手順は以下の通り。

　○文部科学省行う公募に対し提案
　○文部科学省が審査を実施し補助事業者を決定
　○補助事業者より文部科学省に対し交付申請
　○文部科学省より補助事業者に対し交付決定

※３年毎に評価を実施し、補助事業継続の可否を判定

（１） 先端研究基盤の共用促進
　大学・独法等が所有する外部利用に供するにふさわしい先端研究施設・設備等を産業界をはじめとする産学官の研究者に広く開放（共用）する取組に
ついて支援する。具体的には、①無償利用（トライアルユース・産学連携無償利用）、②有償利用（成果公開）、③有償利用（成果専有）のフェーズを対象
として、外部共用に必要となる経費（運転・維持管理、高度利用支援等）を補助する。
（２） 共用プラットフォームの形成
　産学連携、異分野融合によるイノベーション促進に向けて、プラットフォーム形成を担う共用施設(複数機関によるチーム)に対する支援を強化する。具
体的には、取りまとめ機関を中核とした高度利用支援体制の構築取組（利用システムの標準化、企業ニーズの把握、人材育成取組の実施、コーディ
ネーターの配置、外部機関との連携等）への支援等を行う。

地域類型の区分 施策類型の区分

税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

大学・独立行政法人等が保有する外部利用に供するにふさわしい先端研究施設・設備の産学官への共用を促進するとともに、これらの施設・設備の機
能別ネットワーク化等により、産業界をはじめ多様な利用ニーズに効果的に対応する科学技術イノベーションのプラットフォームの形成を促進すること
で、効果としては、

　○科学技術イノベーションによる重要課題の達成
　○日本企業の産業競争力の強化
　○研究開発投資効果の向上

に貢献することが期待できる。

先端研究基盤共用・プラットフォーム形成事業
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

―

URL http://kyoyonavi.mext.go.jp/info/about04

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

研究開発システムの改革の推進
等による研究開発能力の強化及
び研究開発等の効率的推進等に
関する法律第35条

03－6734－4098

―

施策の位置付け
（該当に○印）

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

ｐ４１、２９行目

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

1,365
予算

(1,563)

根拠法令等

法制度

施策名
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公共 非公共

― ○ ― ―

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ―

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

○ ― ― ―

概要
（支援の仕組み

等）

先端的な計測分析技術・機器・システムの開発を産学連携で推進する。特に、新しいサイエンスの潮流を創りうる最先端の開発成果について、ユーザー
等と連携した高度化・国際標準化を推進する。

支援対象者
（実施主体）

大学、独立行政法人、民間企業等

文部科学省

科学技術・学術政策局研究開発基盤課 電話（直通）

―

支援を受けるまでの手順は以下の通り。

　○独立行政法人科学技術振興機構（JST）が行う公募に対し開発課題を申請
　○JSTが審査を実施し開発課題を決定
　○開発を実施する機関とJSTが委託契約を締結

○研究開発の進捗段階に応じて、「要素技術」「機器開発」「実証・実用化」「開発成果の活用・普及促進」の４つの取組フェーズを設け、産学連携による
研究開発を推進する。
○構造物の劣化・損傷等を点検・診断・予測する機器等、ユーザー側との連携が特に重要となる領域については「重点開発領域」として設定。領域毎に
指名された領域総括が全体を俯瞰し、計測関係者のみならずユーザーや関係省庁を含めた公募採択・推進体制を構築。ユーザー側のニーズを踏まえ
た技術・機器・システムを戦略的に生み出すことで、研究開発現場、構造物の点検現場等での確実な利用につなげる。
○開発開始1年経過時に中間評価を、開発終了後には事後評価・追跡評価を実施することにより、開発目標の達成状況を適時・適切に検証する。
○専門的な立場から開発チームを支援・アドバイスできる研究者（開発総括）を取組フェーズ毎に置き、効果的・効率的に開発を進める。

地域類型の区分 施策類型の区分

税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

先端計測分析技術・機器及びその周辺システムの開発を推進することにより、最先端で独創的な研究開発活動を支える基盤が整備されることが期待で
きる。

研究成果展開事業（先端計測分析技術・機器開発プログラム）
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

―

URL http://www.jst.go.jp/sentan/index.html

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

―

03－6734－4098

―

施策の位置付け
（該当に○印）

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

ｐ４１、２９行目

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

3,913
（うち復興特別会

計860）

予算

5,118
（うち復興特別会

計
1,551）

根拠法令等

法制度

施策名
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公共 非公共

‐ ○ ‐ ‐

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ‐ ‐ ○ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

2,454
予算

(2,032)

根拠法令等

URL http://www.jst.go.jp/start/

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

-

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

P39 13～18行

施策名
税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

○大学等のポテンシャルの高いシーズの事業化を通じて新産業の創出、新規マーケットの創出を目指す。

大学発新産業創出拠点プロジェクト
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

法制度

03－6734－4023

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

- -

－

○文部科学省による事業公募
○大学、独立行政法人、民間企業等による申請
○審査、採択決定
○交付決定

○事業プロモーター支援型
事業プロモーターが行う技術シーズの発掘や事業化戦略、知財戦略の構築等の活動を支援
１プロモーター：約２０，０００千円（平成25年度は新規４、継続７プロモーター）
○プロジェクト支援型
大学・独立行政法人等に対して、研究開発及び事業化支援経費に係る活動を支援
１プロジェクト：約４０，０００千円（平成25年度は新規１６、継続２６プロジェクト）

地域類型の区分 施策類型の区分

概要
（支援の仕組み

等）

　発明の段階から、大学等において起業のためのチームを結成し、ベンチャーキャピタル等の事業化ノウハウを活用しながら世界市場を目指す大学発
ベンチャーを創出する。
　本事業は「事業プロモーター支援型」と「プロジェクト支援型」の２つの事業タイプによって構成される。
　事業プロモーター支援型では、事業化ノウハウを持った機関を事業プロモーターとして選定し、事業プロモーターが行う技術シーズの発掘や事業化戦
略、知財戦略の構築等の活動を補助金により支援する。
　プロジェクト支援型では、 大学・独立行政法人等に対して、研究開発及び事業化支援経費に係る活動を補助金により支援し、大学・独立行政法人等
は事業プロモーターのプロジェクトマネジメントのもと、事業の立ち上げを目指す。

支援対象者
（実施主体）

大学、独立行政法人、民間事業者等

文部科学省

科学技術・学術政策局　産業連携・地域支援課 電話（直通）

施策の位置付け
（該当に○印）

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

○ - - -

19

http://www.jst.go.jp/start/


公共 非公共

- ○ - -

大都
市
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農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
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食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
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報通信
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ンツ

環境・
エネル
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○ ○ - - ○ - - - - - - - - - - - - - -

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

17,122の
内数

予算

（16,221の
内数）

根拠法令等

URL http://www.mext.go.jp/a_menu/kagaku/chiiki/program/

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

－

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

P39　13～18行

施策名

税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

○大学における基礎研究から企業における事業化までを切れ目なく支援し、総合的かつ効果的に地域イノベーション戦略の実現を図る。
○産学官金が連携して地域の特性を活かした持続的・発展的なイノベーションを創出する仕組みを構築する。
○活力ある地域づくり、ひいては我が国の科学技術の高度化・多様化や、我が国の産業競争力の強化につながる。

イノベーションシステム整備事業
(地域イノベーション戦略支援プログラム)

予算額（百万円）
上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

法制度

03-6734-4194

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

－ －

－

支援を受けるまでの手順は、以下のとおり。

　○地域イノベーション戦略推進地域・地域イノベーション戦略支援プログラムの公募
　○選定委員会・審査委員会
　○戦略推進地域選定・戦略支援プログラム採択結果の公表
　○大学等より交付申請
　○地域イノベーション戦略支援プログラムの交付決定

　本事業の実施に必要な経費の一部について、文部科学省から補助金として交付する。
　国負担額を1年あたり、１～2億円程度とする。人件費を中心に支援することとし、設備備品費等の活動経費は、招へい研究者等の人件費と、初年度
は同額、次年度以降は5割の額を上限として計上することができる。
　なお、地域の自立性を高めるため、マッチングファンド方式とし、地域は、補助金の交付額に応じて、地域における関係機関等が地域イノベーション戦
略の実現に向けた取組を独自に実施するための資金（地域資金）を支出することとし、地域資金は、文部科学省から各地域に対する補助金と同額以上
とする。

地域類型の区分 施策類型の区分

概要
（支援の仕組み

等）

　文部科学省、経済産業省、農林水産省及び総務省は、地域イノベーション創出に向けた地域主導の主体的かつ優れた構想を持つ地域を「地域イノ
ベーション戦略推進地域」として共同で選定。
　選定された地域のうち、特にすぐれた戦略を有する地域に対して、関係府省の施策を総動員するシステムを構築し、文部科学省では、知的財産の形
成、人材育成等に対する重点的な支援を実施し、地域の特性を活かした強みのある技術シーズの創出を推進するため、補助金を交付。
　補助金を交付する期間は、補助金の交付が開始される年度から、原則として5年間。
（支援メニュー）
　○地域イノベーション戦略の中核を担う研究者の集積
　○地域イノベーション戦略実現のための人材育成プログラムの開発及び実施
　○大学等の知のネットワーク構築
　○地域の研究機関等での研究設備・機器共用化

支援対象者
（実施主体）

大学等研究機関、公益財団法人等

文部科学省

産業連携・地域支援課 電話（直通）

施策の位置付け
（該当に○印）

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

○ － － －
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公共 非公共

- ○ - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ - - ○ - - - - - - - - - - - - - -

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

○ - - -

概要
（支援の仕組み

等）

　全国の大学等に散逸して存在する国家戦略上重要な知財を、JSTが一元的に集約・管理し、特許群やパッケージ化を推進することで、大学等から生
まれた発明の活用を国内外で促進させ、わが国の大学全体のライセンス収入の向上等を図る事業。
　大学保有特許の価値向上や大学等の研究成果の技術移転活動、知的財産活動に対する専門的な支援も実施する。

支援対象者
（実施主体）

大学等

文部科学省

科学技術・学術政策局産業連携・地域支援課 電話（直通）

－

主な支援手続については、以下のとおり

　○JSTによる事業公募に対し、大学等が申請
　○JSTによる審査を経て、採択大学等の決定
　○JSTによって採択大学等に対して交付決定

○重要知財集約活用制度【スーパーハイウェイ等】
　約8億円程度
 
○知的財産活用促進ハイウェイ
　約2億円程度

○研究成果展開推進、目利き人材育成プログラム
　約2億円程度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

地域類型の区分 施策類型の区分

税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

○地域産業も視野に入れつつ技術移転活動を実施することで、イノベーションを創出する。

知財活用支援事業
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

-

URL http://www.jst.go.jp/chizai/index.html

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

-

０３－６７３４－４０２３

-

施策の位置付け
（該当に○印）

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

P6　12行目、
P41　23行目

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

2,997（運営費交
付金中の推計額）

予算

（2,660（運営費交
付金中の推計
額））

根拠法令等

法制度

施策名
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公共 非公共

- ○ - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ - - ○ - - - - - - - - - - - - - -

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

12,724（運営費交
付金中の推計額）

予算

（14,539（運営費
交付金中の推計
額））

根拠法令等

URL http://www.jst.go.jp/a-step/

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

－

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

P39　13～18行

施策名
税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

○大学等の企業等への技術移転により研究成果の実用化を図り、イノベーションを創出する。

研究成果展開事業（研究成果最適展開支援プログラム）
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

法制度

03-6734-4023

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

－ －

－

支援を受けるまでの手順は、以下のとおり。

　○科学技術振興機構（JST）による事業公募に対し、申請
　○JSTによる審査を経て、採択決定
　○JSTによって採択機関に対して交付決定

○「ＦＳ」ステージ（ステージⅠ）
　・探索タイプ：原則1年間、基準額1.7百万円
　・シーズ顕在化タイプ：原則1年間、基準額8百万円
○起業挑戦ステージ
　・起業挑戦タイプ：最長3年間、150百万円まで
　・起業挑戦タイプ（若手起業育成）：最長3年間、45百万円
○産学共同促進ステージ（ステージⅡ）
　・ハイリスク挑戦タイプ：最長3年間、60百万円まで（マッチングファンド形式）
　・シーズ育成タイプ：最長4年間、200百万円まで（マッチングファンド形式）
○実用化挑戦ステージ（ステージⅢ）
　・実用化挑戦タイプ（中小・ベンチャー開発）：最長5年間、300百万円まで
　・実用化挑戦タイプ（創薬開発）：最長5年間、1,000百万円まで
　・実用化挑戦タイプ（委託開発）：最長7年間、2,000百万円まで

地域類型の区分 施策類型の区分

概要
（支援の仕組み

等）

大学等の研究成果を実用化につなぐことを目的とし、実用化の可能性を検証するシーズ探索、大学等と企業との共同研究開発、シーズを基にした大学
発ベンチャーの設立支援等、課題や研究開発の特性に応じた最適なファンディングを設定し、総合的かつシームレスな支援を実施する。

支援対象者
（実施主体）

大学、独立行政法人、民間企業等

文部科学省

産業連携・地域支援課 電話（直通）

施策の位置付け
（該当に○印）

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

○ － － －
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公共 非公共

- ○ - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ - - ○ - - - - - - - - - - - - - -

③地域の生活や産業の基盤整備

○ - - -

概要
（支援の仕組み

等）

　被災地自治体主導の地域の強みを生かした科学技術駆動型の地域発展モデルに対する支援を行うとともに、東北地方の総合経済団体である東北経
済連合会と連携のもと、目利き人材活用による被災地産学共同研究支援等を総合的に実施、被災地域の産業界が望む課題の解決に資する基礎研究
への支援を実施することで、大学等の革新的技術シーズを被災地企業において実用化し、被災地復興に貢献する。
①地域イノベーション戦略支援プログラム（東日本大震災復興支援型）
　※本プログラムについては「地域イノベーション戦略支援プログラム」に記載しているため以下省略
②復興促進プログラム（マッチング促進）
③復興促進プログラム（産学共創）

支援対象者
（実施主体）

②産学共同研究を実施する大学等（国公私立大学、高等専門学校、国立試験研究機関、公設試験研究機関、研究開発を行っている特殊法人、独立行
政法人、公益法人等（非課税の法人に限る））及び企業
　
③全国の大学、高専、公設試等の公的研究機関

文部科学省

産業連携・地域支援課 電話（直通） 03-6734-4194

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

- -

－

①平成24年度採択地域について引き続き支援（新規公募なし）

②、③平成24年度採択課題について引き続き支援（新規公募なし）

②研究開発費（1課題あたり）
　タイプI： 200万～1,000万円／年（マッチングファンド形式）
　タイプII： 1,000万～2,000万円／年（マッチングファンド形式）

③研究開発費（1課題あたり）
　最大3,000万円程度／年

地域類型の区分 施策類型の区分

施策名
税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

○全国の大学の研究成果について被災地の企業への技術移転を促進し、被災地におけるイノベーションを創出する。
○被災地企業のニーズを踏まえつつ、産学連携による研究開発を行うことにより、被災地企業における企業化を促進し、地域産業の活性化を図り雇用
促進等につなげることにより被災地復興を実現する。

産学官連携による東北発科学技術イノベーション創出プロジェクト
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

継続施策の位置付け
（該当に○印）

法制度

URL http://www.jst.go.jp/fukkou/

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

-

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

P39　13～18行

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

2,622
予算

(3,308)

根拠法令等

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進
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公共 非公共

- ○ - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ － － ○ － － － － － － － － － － － － － －

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

15,052
予算

(16,416)

根拠法令等

施策の位置付け
（該当に○印）

URL
http://www.aics.riken.jp/
https://www.hpci-office.jp/

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

特定先端大型研究施設の共用の
促進に関する法律第2条第2項第2
号、第5条

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

P66、4行目

施策名
税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

医療関連産業が集積し、産学官の研究開発拠点である「神戸医療産業都市」の一角という立地を活かし、「京」は地元の企業をはじめとして、製薬や自
動車など総勢100社以上の企業が利用している（平成26年3月現在）。
「京」の安定した運用を確保し、ＨＰＣＩを構成している各大学等のスパコンの高度化や研究環境の充実を図ることで、幅広い研究者等による最大限の共
用を促進し、我が国の科学技術の振興や国際競争力の向上、新産業の創出等に貢献する画期的な成果が創出される。

革新的ハイパフォーマンス・コンピューティング・インフラ（ＨＰＣＩ）の構築
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

法制度

03-6734-4275

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

－ －

－

利用研究課題の募集については原則年度単位で行っており、具体的な申請の手続等については以下のとおり。
・9月頃から翌年度の利用研究課題の公募を開始（申請受付を開始）
・11月頃に公募締切り
・翌年2月頃に申請者に対して課題選定結果を通知
なお、産業利用課題のトライアルユースは随時申請受付を行っている（利用期間は6か月間）。

・特定先端大型研究施設運営費等補助金により、設置者（（独）理化学研究所）が行う「京」を含めた施設全体の運営、維持管理等を支援。
・科学技術試験研究委託費により、大学等の関係機関へＨＰＣＩ運営を委託。
・特定先端大型研究施設利用促進交付金により、登録施設利用促進機関（（一財）高度情報科学研究機構）が行う利用促進業務（利用者選定及び利用
促進業務）等を支援。

地域類型の区分 施策類型の区分

概要
（支援の仕組み

等）

＜事業概要＞
スーパーコンピュータ「京」を中核とした多様な利用者のニーズに応える革新的な計算環境（ハイパフォーマンス・コンピューティング・インフラ（ＨＰＣＩ））を
構築するとともに、この利用を推進し、地震・津波の被害軽減や、創薬プロセスの高度化等の社会的・科学的課題の解決に資する画期的な成果を創出
する。
「特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律（以下「共用法」という。）」の対象である「京」については、兵庫県神戸市に設置され、平成２４年９
月末に共用を開始している。あわせて、「京」と国内の主要な大学等のスパコンを高速ネットワークで結び、データの共有や共同分析などが可能となるＨ
ＰＣＩを構築し、同時に共用を開始している。
＜支援の仕組み＞
○「京」及びＨＰＣＩの安定した運用を確保するため、補助金を交付するとともに関係機関への委託を実施。
○幅広い分野の研究者等による利用を促進するため、登録施設利用促進機関が利用促進業務を実施するための交付金を交付。

支援対象者
（実施主体）

(独)理化学研究所、登録施設利用促進機関、大学等

文部科学省

研究振興局参事官（情報担当）付 計算科学技術推進室 電話（直通）

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

－ － － ○
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公共 非公共

- ○ - -
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- ○ - - - - - - - - - - - - - ○ - - -

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

465の内数
予算

（531の内数）

根拠法令等

URL

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

海洋基本計画

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

-

施策名
税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

直接的な雇用効果の他に、データ情報の他産業への活用、観光客誘致効果等間接的な効果も期待することができる。

(独)海洋研究開発機構・国際海洋環境情報センターの運営
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

法制度

03-6734-4142

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

- -

―

―

○国際海洋環境情報センターの利用開放機能の運用
○地域住民への海洋科学技術に関する理解増進を図るため、講義室・映像システム等各種施設設備の利用開放を促進するとともに、海洋や環境に関
する各種セミナー等を開催する。
○海洋生命情報バンクの整備
○生物データ、物理データ、化学データなどの情報の体系的な蓄積・活用を行う。

地域類型の区分 施策類型の区分

概要
（支援の仕組み

等）

国際海洋環境情報センターの運用を実施することにより、学術・産業分野、教育現場に海洋地球情報の総合的な提供を行うとともに、海洋生物の画像
データや生物サンプル情報、系統・生態等の関連研究情報を体系的に整理し、それらを閲覧可能な統合データシステムとして運用することにより、我が
国における海洋生命体に関する情報発信拠点化を行う。
（独立行政法人海洋研究開発機構運営費交付金）

支援対象者
（実施主体）

（独）海洋研究開発機構

文部科学省

研究開発局海洋地球課 電話（直通）

位置付け
（該当に○印）

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

- ○ - -
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公共 非公共

- ○ - -
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― ○ ○ ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

1,308
予算

(1,503)

根拠法令等

URL

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

海洋基本計画

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

-

施策名
税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

　テーマ①では、取得したデータや調査結果を関係省庁や地元自治体、漁業関係者に提供し、漁場の設定や養殖方法の検討に活用されることで水産
業を支援するとともに、得られた科学的な知見に基づいて、より効果的な漁業のやり方を提言することで、地元水産業の再生・復興、及び、持続的な発
展に貢献する。
　テーマ②では、東北の水産資源を利用した技術シーズをもとに、付加価値と競争力の高い産業を被災地で興し、雇用の創出や継続的な経済発展に
貢献する。

東北マリンサイエンス拠点形成事業
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

法制度

03-6734-4142

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

p.14 26行目～p.15 5行目 -

―

○平成23年度に大学、研究機関等を対象として公募し、外部有識者から成る審査委員会において提案課題を採択した。
○テーマ②については、平成23年度に17課題をフィージビリティスタディとして採択し、平成24年度にその結果を踏まえて、地元のニーズがあり、東北地
方で産業化につながる可能性の高い8課題に絞り込んだ。
○採択された実施機関は毎年度、文部科学省に対して交付申請を行い、文部科学省より補助金を交付する。

　テーマ①については、平成23年度は全体で15億円程度、24年度以降は全体で10億円程度を9年間補助することを予定している。
　テーマ②については、平成23年度は1件あたり3千万円程度、平成24年度以降は1件あたり5千万円～1億円程度を4年間補助することを予定している。

地域類型の区分 施策類型の区分

概要
（支援の仕組み

等）

　東日本大震災により被害を受けた東北沖の漁場及び沿岸地域の水産業の復興・再生を図るため、大学や研究機関による復興支援のためのネット
ワークとして東北マリンサイエンス拠点を構築し、地元自治体や関係省庁等と連携しつつ、研究開発を実施する取組を支援する。
具体的には、
①海洋生態系の調査研究
②新たな産業の創成につながる技術開発
の２テーマにわけて支援することとし、それぞれに公募を実施し、大学や研究機関に補助金を交付する。平成23年度から開始している。
　テーマ①では、漁場の復興等に貢献するため、東日本大震災の地震・津波により甚大な被害を受けた東北沿岸の海域において、海洋の物理・化学的
環境と生物動態に関する幅広く大規模な調査を行うとともに、海洋生態系変動メカニズムを総合的に解明する研究を実施する。事業期間は10年を予定
している。
　テーマ②では、被災地の継続的な経済発展を支えるために、大学や研究機関が持っている、東北の水産資源を利用した技術シーズを用いた研究開
発を地元の企業等と連携して実施し、被災地域に新たな産業を振興する。事業期間は5年を予定している。

支援対象者
（実施主体）

大学、研究機関等

文部科学省

研究開発局海洋地球課 電話（直通）

施策の位置付け
（該当に○印）

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

○ - - -
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公共 非公共

－ ○ - -
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○ ○ ○ － - - - - - - - - - - ○ - - - -

③地域の生活や産業の基盤整備

- - - ○

概要
（支援の仕組み

等）
平成24年度から中学校で必修となった武道を安全かつ円滑に実施できるよう、公立中学校武道場の整備に要する経費について、国が一部補助する。

支援対象者
（実施主体）

交付先：都道府県及び市町村

文部科学省

スポーツ・青少年局　スポーツ・青少年企画課 電話（直通）
TEL：03－6734－2672
FAX：03－6734－3790

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

P.15 24～26行目 -

－

学校施設環境改善交付金を受ける手順は、以下のとおり。

① 地方公共団体は、文部科学省告示として定めた施設整備基本計画に即して、施設整備計画を作成及び文部科学大臣に（市町村にあっては、都道府
県教育委員会を経由して）提出。
② 文部科学大臣は施設整備基本方針・計画に基づき予算の範囲内で事業を採択（内定）。
③ 内定を受けた地方公共団体は「学校施設環境改善交付金交付申請書」を文部科学大臣に提出。
④ 文部科学大臣は、提出された「学校施設環境改善交付金交付申請書」に基づき審査を行い、交付決定を行う。
⑤ 交付対象事業者は、交付対象事業が完了したとき又は国の会計年度が終了したときは、「実績報告書」を文部科学大臣（交付対象事業者が市町村
の場合には、都道府県教育委員会）に提出。
⑥ 文部科学大臣（交付対象事業者が市町村の場合には、都道府県教育委員会）は、実績報告書に基づき審査を行い、額の確定。

○公立中学校武道場新築事業

・補助対象面積
　柔道場、相撲場 　　　：２５０㎡
　剣道場、なぎなた場  ：３００㎡
　柔剣道場　　　　　　　 ：４５０㎡
・学校施設環境改善交付金において、対象経費の１／３を補助

地域類型の区分 施策類型の区分

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

中学校武道場の整備を進めることにより、次のような観点から地域及び地域活性化に資すると想定される。

○　施設整備に当たっては、建築・電気設備・機械設備など幅広い分野の工事を実施することから、当該地域の中小企業の受注が拡大し、
　　地域経済の活性化につながる。

公立中学校武道場の整備事業
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

法制度

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

URL

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

義務教育諸学校等の施設費の国
庫負担等に関する法律第12条1項

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

-

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

79,326の
内数

予算

（79,675の
内数）

根拠法令等

施策の位置付け
（該当に○印）

施策名

税制

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進
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公共 非公共

－ ○ - -
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○ ○ ○ － - - - - ○ - - - - - ○ - - - -

19,731の
内数

施策の位置付け
（該当に○印）

施策名 公立社会体育施設耐震化事業

予算
税制 法制度

予算額（百万円）
上段：平成26年度予算

(下段：前年度現計予算) （39,477の
内数）

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

- - - ○ 新規

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等
義務教育諸学校等の施設費の国
庫負担等に関する法律第12条1項

-
P.15 24～26行目
P.20 11～12行目

-

概要
（支援の仕組み

等）

 地域住民が日常的にスポーツに親しむための場となる公立社会体育施設について、施設利用者の安全確保の観点及び災害時における避難所として
の役割に鑑み、公立社会体育施設の耐震化に要する経費について、国が一部補助する。

支援対象者
（実施主体）

交付先：都道府県及び市町村

支援内容
（単価・水準等）

○公立社会体育施設耐震化事業

・学校施設環境改善交付金において、対象経費の１／３を補助

想定する具体的
効果

公立社会体育施設の耐震化を進めることにより、次のような観点から地域及び地域活性化に資すると想定される。

○　施設整備に当たっては、建築・電気設備・機械設備など幅広い分野の工事を実施することから、当該地域の中小企業の受注が拡大し、
　　地域経済の活性化につながる。

支援手続
（申請～交付決

定）

学校施設環境改善交付金を受ける手順は、以下のとおり。

① 地方公共団体は、文部科学省告示として定めた施設整備基本計画に即して、施設整備計画を作成及び文部科学大臣に（市町村にあっては、都道府
県教育委員会を経由して）提出。
② 文部科学大臣は施設整備基本方針・計画に基づき予算の範囲内で事業を採択（内定）。
③ 内定を受けた地方公共団体は「学校施設環境改善交付金交付申請書」を文部科学大臣に提出。
④ 文部科学大臣は、提出された「学校施設環境改善交付金交付申請書」に基づき審査を行い、交付決定を行う。
⑤ 交付対象事業者は、交付対象事業が完了したとき又は国の会計年度が終了したときは、「実績報告書」を文部科学大臣（交付対象事業者が市町村
の場合には、都道府県教育委員会）に提出。
⑥ 文部科学大臣（交付対象事業者が市町村の場合には、都道府県教育委員会）は、実績報告書に基づき審査を行い、額の確定。

変更のポイント －

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 文部科学省

担当課室 スポーツ・青少年局　スポーツ・青少年企画課 電話（直通）
TEL：03－6734－2672
FAX：03－6734－3790

URL
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公共 非公共

－ ○ － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○ - - - - - ○ - - - ○ - - - - ○

－

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

73
予算

(125)

根拠法令等

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進

施策の位置付け
（該当に○印）

法制度

URL

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

スポーツ基本法第６条、第２１条

施策名
税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

①②について
　○地域住民のスポーツへの参加意欲の向上
　○住民の健康の増進と体力の向上、心のケア
　○地域スポーツを支える人材の資質向上
　○世代間・地域間交流の活性化
　○地域経済の活性化
　○子育て支援
等が期待できる。

スポーツを通じた地域コミュニティ活性化促進事業
予算額（百万円）

上段：平成26年度予算
(下段：前年度現計予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

継続

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

－ －

－

支援を受けるまでの手順は、以下のとおり。

①については、
　○申請希望者は参加表明書を提出
　○申請書類（企画提案書等）を提出
　○有識者で構成する技術審査委員会において審査し、契約予定者を選定
　○契約予定者と委託契約を締結
②については、若者を中心にスポーツ実施支援策を普及啓発する全国展開事業であり、一般競争入札によって実施民間団体を１団体選定する。

①については、次のような事業が対象。
　○地方公共団体等が大学や企業等と連携を図り、大学や企業のスポーツ資源（人材・施設）を活用して、地域住民を対象とした定期的なスポーツ教室
やスポーツ交流イベント等を実施することにより、地域のスポーツ活動を推進するとともに、大学や企業を核とした地域コミュニティの活性化に取り組む
事業。
　　【①の委託費】　事業計画書に基づく委託契約額の範囲内で支払う。
②については、次のような支援策を全国で普及啓発。
　○スポーツ団体や地方公共団体、企業などが連携して、若者にスポーツ参加機会を提供することで、スポーツを通じた街づくりや賑わいの創出に有益
な支援策
　○若者が既存の地域組織や団体との関わりの中でスポーツを通じた新たな活躍の場を見出せるような支援策
　　【②の委託費】　事業計画書に基づく委託契約額の範囲内で支払う。

地域類型の区分 施策類型の区分

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

①地方公共団体（都道府県又は都道府県教育委員会、市区町村又は市区町村教育委員会）、都道府県のスポーツを総合的に統括する法人格を有す
る団体
②民間事業者

文部科学省

スポーツ振興課 電話（直通）
①03-6734-2998
②03-6734-2685

③地域の生活や産業の基盤整備

－ ○ － －

概要
（支援の仕組み

等）

　スポーツは、人と人との交流及び地域と地域の交流を促進し、地域の一体感や活力を醸成するものであり、人間関係の希薄化等の問題を抱える地域
社会の活性化に大きく寄与するものである。
　スポーツが果たすそうした役割や意義を踏まえ、本事業では、
①大学や企業が保有するスポーツ資源（人材、施設）を活用した地域スポーツ活動
②若者のスポーツ参加促進策の全国展開
を実施することにより、地域住民のスポーツへの参加意欲を高め、スポーツによる健康増進を図るとともに、スポーツを通じた地域コミュニティの活性化
を促進するために国が委託事業を実施する。
　これらの取組により、地域住民の運動・スポーツへの参加意欲を高め、スポーツによる健康増進を図るとともに、スポーツを通じた地域コミュニティの活
性化を促進する。

支援対象者
（実施主体）
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公共 非公共

－ ○ － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○ － － － － － ○ － － － ○ ○ － － － ○

施策の位置付け
（該当に○印）

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

－ ○ － －

概要
（支援の仕組み

等）

 スポーツを普及・定着させ、スポーツを人々にとって身近なものとするためには、トップアスリートなどの優秀な技術や経験を地域スポーツに有効に活
用し、スポーツの裾野の拡大及び底上げを図ることが重要である。
 また、小学校においては、学校の小規模化や教員の高齢化等により、体育の授業において児童に手本を見せるのが難しい場合もあり、民間人の活用
を含めた地域での教育支援体制の強化が必要である。
 地域住民が主体的にこうした活動に取り組むことが今後の地域スポーツのあるべき姿であることから、トップアスリートを活用した地域のジュニアアス
リート等への指導や学校への「小学校体育活動コーディネーター」の派遣等を通じて、地域スポーツとトップスポーツの好循環を推進するとともに、拠点
クラブを核とした地域スポーツクラブのエリアネットワーク構築の実践を通じて、自立・継続して取り組む体制を整備するために国が委託事業を実施す
る。

支援対象者
（実施主体）

原則として、法人格を有する総合型地域スポーツクラブ

文部科学省

スポーツ振興課 電話（直通）

支援を受けるまでの手順は、以下のとおり。

○事業委託先の公募に対して企画提案書等の申請書類を提出。
○有識者で構成する選定委員会において審査し、契約予定者を選定。
○契約予定者と委託契約を締結。
○委託契約に基づき委託費を支払。

 事業計画に記載された以下の取組の実施に必要な経費が対象。

○　好循環推進プロジェクトの実施
　・　トップアスリートによるジュニアアスリート支援等の実施
　・　地域の課題解決への取組の実践等
　・　小学校体育活動コーディネーターの派遣による支援
○「拠点クラブ」を核としたエリアネットワーク構築に関する実践研究
　・　地域スポーツ活動の自立・継続に向けた課題の把握・共有化
　・　スポーツ指導者（トップアスリート等）の共有化
　・　エリアネットワークを活用した共同事業化へ向けた実践
【委託費】事業計画書に基づく委託契約額の範囲内で支払う。

地域類型の区分 施策類型の区分

地域スポーツとトップスポーツの好循環推進プロジェクト
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

法制度

03-6734-3485

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

－ －

－

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

スポーツ基本法第２１条

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

－

施策名
税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

 本事業は、スポーツ基本計画の施策である「スポーツ界における好循環の創出に向けたトップスポーツと地域におけるスポーツとの連携・協働の推進」
に基づくものであり、効果としては、

○スポーツを普及・定着させ、スポーツを人々にとって身近なものとするために、地域スポーツクラブ、学校、地方公共団体、スポーツ団体、企業などが
組織の違いを超えて連携することにより、地域スポーツとトップスポーツの垣根をなくし、人材の好循環を創出
○地域住民が主体的に学校の体育活動も含めた地域のスポーツ環境の形成を図り、スポーツを通して地域の課題（健康増進や子育て支援等）の解決
に資する取組を促進
等が期待できる。

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

256
予算

(589)

根拠法令等

URL http://www.mext.go.jp/a_menu/sports/club/1319699.htm

変更のポイント

省庁名

担当課室
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公共 非公共

- ○ - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

〇 〇 〇 - - - - - 〇 - - - - - 〇 - - - -

変更

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

- - ○ -

概要
（支援の仕組み

等）

通学路の安全を確保するため、特に対策が必要な市町村に対し、通学路安全対策アドバイザーを派遣し、専門的な見地からの必要な指導・助言の下、
学校、教育委員会、関係機関等の連携による通学路の合同点検や安全対策の検討を行うとともに、通学路安全対策アドバイザー等の協力の下、児童
生徒に対する交通安全教育を実施するなど、効果的な安全教育を確立し、全国の学校に普及するためのモデル事業を実施する。また、これらの各地の
取組の成果について、全国に周知する。

支援対象者
（実施主体）

都道府県等（再委託がある場合は市町村）

文部科学省

スポーツ・青少年局学校健康教育課 電話（直通）

通学路安全対策アドバイザーの協力の下、児童生徒に対する交通安全教育を実施するモデル事業を実施

（１）　教育委員会が本事業の委託を受けようとするときは、事業計画書等を文部科学省に提出。
（２）　文部科学省は、（１）により提出された事業計画書等の内容を審査し、適切であると認めた場合、必要に応じて選定委員会に諮った上で委託する
教育委員会を決定し、当該教育委員会と委託契約を締結。

以下の経費が対象とし、委託費(10/10)として支出する。
　○　通学路安全対策アドバイザーへの謝金
　○　通学路安全対策アドバイザーの派遣にかかる旅費
　○　交通安全教育モデル事業の実施に係る経費

地域類型の区分 施策類型の区分

税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

○　通学路安全対策アドバイザーから、専門的見地からの必要な指導・助言を受けることで、学校、教育委員会、関係機関等だけで行うものに比べ、効
果的な合同点検や安全対策の検討を行うことができる。
○　効果的な安全教育を確立し、その安全教育を児童生徒に受けさせることで、児童生徒が主体的に行動する態度を育成することができる。
○　本事業の取組の成果を全国に周知することで、通学路の安全対策に関する情報共有をすることができ、効果的な交通安全教育を全国展開すること
ができる。

通学路安全推進事業
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

-

URL http://www.mext.go.jp/a_menu/kenko/anzen/1289303.htm

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

学校保健安全法第3条第1項

03-6734-2695

-

施策の位置付け
（該当に○印）

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

-

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

51
予算

(149)

根拠法令等

法制度

施策名
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公共 非公共

- ○ - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ - - - - - - ○ - - - - ○ - - - -

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

122
予算

(109)

根拠法令等

URL

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

-

施策名
税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

児童生徒等の「主体的に行動する態度」を育成するための教育手法や緊急地震速報等の防災に関する科学技術等を活用した避難行動に係る指導方
法、安全で安心な社会づくりに貢献する意識を高める教育手法の普及。
学校防災アドバイザーによる「危険等発生時対処要領」「避難訓練」などに対するチェック・助言や学校と地域の防災関係機関等との連携体制の構築に
関する指導・助言等、児童生徒等の安全確保に向けた体制の改善。

実践的防災教育総合支援事業
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

法制度

03-6734-2670

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

- -

―

（１）教育委員会が本事業の委託を受けようとするときは、事業計画書等を文部科学省に提出。
（２）文部科学省は、（１）により提出された事業計画書等の内容を審査し、適切であると認めた場合、必要に応じて選定委員会に諮った上で委託する教
育委員会を決定し、当該教育委員会と委託契約を締結。

学校における防災教育・防災管理等の取組を支援するため、下記の事業を実施するための経費（設備備品費、諸謝金、旅費、借損料、印刷製本費、消
耗品費、会議費、通信運搬費、雑役務費、再委託費）を委託費(10/10)として支出する。
なお、各事業の実施を通じて、地域の防災関係機関等との連携体制の構築・強化を促すものとする。
（１）防災に関する指導方法等の開発・普及等のための支援事業の実施
（２）学校防災アドバイザー活用事業の実施
（３）災害ボランティア活動の推進・支援事業の実施

地域類型の区分 施策類型の区分

概要
（支援の仕組み

等）

○東日本大震災を踏まえ、自然災害等の危険に際して自らの命を守り抜こうとする「主体的に行動する態度」を育成する防災教育、支援者となる視点か
ら「安全で安心な社会づくりに貢献する意識」を高める防災教育、地域住民や保護者・関係機関との連携体制を構築・強化しながら児童生徒及び学校の
災害対応能力を高める防災訓練等の手法を開発・普及するための支援を実施する。
○都道府県・政令市への委託事業として実施する。特に、南海トラフ巨大地震による被害については、東日本大震災を超える甚大な人的・物的被害が
発生し、我が国全体の国民生活・経済活動に極めて深刻な影響が生じる巨大災害になるものと想定されており、重点的に支援を行う。
なお、取組の成果について、全国連絡協議会を開催し、全国的な普及等を図る。

支援対象者
（実施主体）

都道府県等（再委託がある場合は市町村）

文部科学省

スポーツ・青少年局学校健康教育課 電話（直通）

施策の位置付け
（該当に○印）

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

- - ○ -
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公共 非公共

- ○ - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

〇 〇 〇 - - - - - - - - - 〇 - 〇 - - - -

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

16
予算

(36)

根拠法令等

URL

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

学校保健安全法第１０条

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

－

施策名
税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

　都道府県・政令指定都市における「課題解決計画」を作成し、「課題解決計画」に基づき、学校・家庭・地域の医療機関等からなる「学校保健支援チー
ム」等を県内ブロックごとに設置し、生活習慣の乱れやメンタルヘルス、アレルギー疾患、性の問題行動や薬物乱用などの現代的健康課題に対応する
取組を推進する。
　本事業を推進することにより、健康に関する課題を単に個人的な課題とするだけでなく、学校、家庭、地域医療機関等を中心とした、地域レベルの組
織体制が強化され、学校保健の充実が図られる。

学校保健課題解決支援事業
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

法制度

03-6734-2918

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

－ －

-

支援を受けるまでの手順は、以下のとおり

〇都道府県教育委員会・政令指定都市教育委員会が本事業の委託を受けようとするときは、事業計画書等を期日まで文部科学省に提出
〇文部科学省は、提出された事業計画書等を審査し、適切であると認めた場合、委託する教育委員会を決定し、当該教育委員会と委託契約を締結

都道府県教育委員会・政令指定都市教育委員会が提出した事業計画書に基づき、予算の範囲内で事業に要する経費（諸謝金、旅費、借損料、印刷製
本費、消耗品費、会議費、通信運搬費、保険料、雑役務費、再委託費）を委託費として支援。補助率１０／１０

地域類型の区分 施策類型の区分

概要
（支援の仕組み

等）

　児童生徒のアレルギー疾患、心の問題などの現代的健康課題に対応するため、地域の実情を踏まえた医療機関等との連携など課題解決に向けた計
画の策定、それに基づく具体的な取組に対して支援を行う。また、取組の成果を共有したり改善策を検討したりするための全国協議会を開催する。

支援対象者
（実施主体）

都道府県教育委員会・政令指定都市教育委員会

文部科学省

スポーツ・青少年局学校健康教育課 電話（直通）

施策の位置付け
（該当に○印）

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

－ 〇 － －
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公共 非公共

- ○ － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○

施策名 学校安全教室の推進

予算
税制 法制度 予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

40

(39)

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

○ ― 継続

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等 学校保健安全法第3条第１項

― ― ―

概要
（支援の仕組み

等）

都道府県教育委員会において、教職員や児童生徒の防犯、交通安全に対する意識の向上等を図るため、防犯教室、交通安全教室の講師となる教職
員等を対象とした講習会を実施するとともに、応急手当に必要な技能として、心肺蘇生法(AEDの取扱いを含む)の実技講習会を実施。都道府県教育委
員会へ支出委任。

支援対象者
（実施主体）

都道府県教育委員会

施策の位置付け
（該当に○印）

― ―

支援内容
（単価・水準等）

講習会実施のための経費（講師謝金や旅費、借損料など）が対象とし、支出委任（10/10）を行う。

想定する具体的
効果

都道府県教育委員会が実施する防犯教室や交通安全教室などの講師となる教職員等を対象とする講習会を支援し、防犯教育等の普及について、先
導的な役割を果たす者を育成する。その受講者が、市町村や学校で、講師として各学校等を指導することにより、教職員や児童生徒の防犯教育等の徹
底が図られる。

支援手続
（申請～交付決

定）

支援を受けるまでの手順は以下の通り、
○都道府県において、事業計画を作成し、文部科学省へ提出。
○文部科学省において、計画を精査し、決定後、支出委任の示達を行う。

変更のポイント ―

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 文部科学省

担当課室 スポーツ・青少年局学校健康教育課 電話（直通） 03－6734－2917

URL http://www.mext.go.jp/a_menu/kenko/anzen/1289303.htm
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公共 非公共

- ○ － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ○

施策名 防災教室の推進

予算
税制 法制度 予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

13

(17)

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

○ ― 継続

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等 学校保健安全法第3条第１項

― ― ―

概要
（支援の仕組み

等）

都道府県教育委員会において、教職員や児童生徒の防災に対する意識の向上等を図るため、防災教室の講師となる教職員等を対象とした講習会を
実施する。都道府県教育委員会へ支出委任。

支援対象者
（実施主体）

都道府県教育委員会

施策の位置付け
（該当に○印）

― ―

支援内容
（単価・水準等）

講習会実施のための経費（講師謝金や旅費、借損料など）が対象とし、支出委任（10/10）を行う。

想定する具体的
効果

都道府県教育委員会が実施する防災教室の講師となる教職員等を対象とする講習会を支援し、防災教育の普及について、先導的な役割を果たす者を
育成する。その受講者が、市町村や学校で、講師として各学校等を指導することにより、教職員や児童生徒の防災教育の徹底が図られる。

支援手続
（申請～交付決

定）

支援を受けるまでの手順は以下の通り、
○都道府県において、事業計画を作成し、文部科学省へ提出。
○文部科学省において、計画を精査し、決定後、支出委任の示達を行う。

変更のポイント ―

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 文部科学省

担当課室 スポーツ・青少年局学校健康教育課 電話（直通） 03－6734－2917

URL http://www.mext.go.jp/a_menu/kenko/anzen/1289303.htm
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公共 非公共

－ ○ － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文
化・食
産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、
情報通

信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ - - - - - - - - ○ - - - - - - -

省庁名 文化庁

-

概要
（事業の仕組
み、内容、効果

等）

具体的には、文化芸術創造都市に取り組む自治体及びその関係者が一堂に会して意見交換等を行うネットワーク会議、首長会合、創造農村ＷＳ等を開催し
たり、海外との交流（海外の創造都市やユネスコ等の関係者との交流）を促すことで、各都市が全国規模のノウハウを取得することを目指す。
文化芸術創造都市ネットワークの充実･強化を図り、文化芸術創造都市の拡大を図ることにより、文化芸術の力で日本各地の自治体の魅力を一層高めること
が出来る。その結果、各自治体に備わる魅力の国内外への発信や、それに伴う経済波及効果にも期待できる。

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

変更のポイント -

担当課室 長官官房政策課政策調整係 電話（直通） ０３－６７３４－３１６１

URL http://www.bunka.go.jp/ima/souzou_toshi/suishinjigyo.html

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等
文化芸術振興基本法
文化芸術の振興に関する基本的な方針
（第３次基本方針）- -

11

(11)

予算

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済
活性化の観点から有効と考えられる施
策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担い手
育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進
区分（新規・継続・変更）

③地域の生活や産業の基盤整備

施策の位置付け
（該当に○印）

税制 法制度 予算額（百万円）
上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

施策名 文化芸術創造都市推進事業

継続○- ○

36

http://www.bunka.go.jp/ima/souzou_toshi/suishinjigyo.html


公共 非公共

― ○ ― ―

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ―

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

○ ― ― ―

概要
（支援の仕組み

等）

我が国の文化拠点である劇場・音楽堂等が行う、音楽、舞踊、演劇等の実演芸術の創造発信や、専門的人材の養成、普及啓発事業等に対し補助金を
交付（（５）は文化庁が委託して実施）。

（１）特別支援事業　　　　我が国のトップレベルの劇場・音楽堂等が行う公演事業、人材養成事業、普及啓発事業を総合的に支援。
（２）共同制作支援事業　複数の劇場・音楽堂等が実演芸術団体と共同で行う実演芸術の新たな創造活動に支援。
（３）活動別支援事業　 　地域のリーダー的役割を担う劇場・音楽堂等が行う公演事業、人材養成事業、普及啓発事業を活動単位で支援。
（４）劇場・音楽堂等間ネットワーク構築支援事業　　劇場・音楽堂等又は実演芸術団体が企画制作する巡回公演に支援。
（５）劇場・音楽堂等基盤整備事業　　劇場・音楽堂等において自主的・主体的な実演芸術活動が行われる環境を醸成するため、調査研究や研修会
等を文化庁が実施。

支援対象者
（実施主体）

劇場・音楽堂等を設置する者又は運営する者等

文部科学省（文化庁）

文化部芸術文化課文化活動振興室 電話（直通）

―

補助を受ける手順は以下のとおり。

①申請団体が、実施計画書を作成し、文化庁へ提出。
②外部有識者による審査を経て、文化庁が事業の採択・不採択を決定し、申請団体へ内定を通知。
③採択の内定を受けた申請団体が補助金交付申請書を文化庁へ提出。
④文化庁が補助金交付申請書を審査し、補助金の交付を決定。
⑤事業実施後、申請団体が実施報告書を文化庁へ提出。
⑥文化庁が実施報告書を審査し、額の確定。

（１）（２）（３）補助対象経費の１／２以内を補助。
（４）必要な経費のうち旅費及び運搬費を補助。
（５）調査研究や研修会等を文化庁が委託。

地域類型の区分 施策類型の区分

税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

「劇場、音楽堂等の活性化に関する法律」の目的・内容を踏まえ、我が国の文化拠点である劇場・音楽堂等が行う実演芸術の創造発信や専門的人材
の養成、普及啓発事業等を総合的に支援するための施策で、効果としては、

○我が国の実演芸術の水準向上
○全国的な劇場・音楽堂等の活性化
○地域コミュニティの創造と再生
が期待できる。

劇場・音楽堂等活性化事業
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

１５ページ

URL http://www.bunka.go.jp/geijutsu_bunka/02gekijyo_ongakudo/h26_kasseika.html

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

劇場、音楽堂等の活性化に関する
法律

03-6734-2835

―

施策の位置付け
（該当に○印）

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

―

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

3,003
予算

(3,003)

根拠法令等

法制度

施策名
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その他

○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ―

施策の位置付け
（該当に○印）

変更

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支

援）
②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

○ ― ― ―

概要
（支援の仕組み

等）

○地域の活性化を促進するため、地方公共団体が企画する文化芸術に関する事業に対し補助金を交付。

○音楽、演劇、舞踊、美術、メディア芸術などを中心とした地域振興のための事業を対象とする。事業の区分と取組例は以下のとおり。

（１）文化芸術創造発信事業
　　・将来、我が国を代表するような音楽祭や演劇祭の開催
　　・国際的な絵画や写真コンテストによる地域の再興事業
　　・オーケストラや劇団によるセミナーやワークショップ開催による人材育成事業
（２）メディア芸術地域活性化事業
　　・マンガ、アニメに関する総合的（人材育成、国際交流、調査研究、保存、普及）な取組
（３）新国立劇場を活用した現代実演芸術の普及事業
　　・地域において、新国立劇場が制作する公演による実演芸術鑑賞事業
　　・新国立劇場において、地域のプロの芸術団体の公演事業
（４）文化芸術による「心の復興」事業
　　・被災地の県及び市町村が企画する実演芸術の鑑賞等を通じた「心の復興」を図る事業
　　・被災地においてバレエ公演やオーケストラ・コンサートの開催
（５）大学を活用した地域文化芸術振興事業
　　・地域での教員、学生、卒業生等によるオペラ公演やオーケストラ・コンサートの開催、美術展等
（６）創造都市事業
　　・文化芸術の持つ創造性を地域振興、観光・産業振興等に活用し、地域課題の解決に取り組む｢文化芸術創造都市｣の取組や、
　　　我が国における｢東アジア文化都市事業｣

支援対象者
（実施主体）

地方公共団体（都道府県、市区町村）

文部科学省（文化庁）

文化部芸術文化課文化活動振興室 電話（直通）

補助を受ける手順は以下のとおり。

①地方公共団体が実施計画書を作成し、文化庁へ提出。
②外部有識者による審査を経て、文化庁が事業の採択・不採択を決定し、地方公共団体へ内定を通知。
③採択の内定を受けた地方公共団体が補助金交付申請書を文化庁へ提出。
④文化庁が補助金交付申請書を審査し、補助金の交付を決定。
⑤事業実施後、地方公共団体が実施報告書を文化庁へ提出。
⑥文化庁が実施報告書を審査し、額の確定。

事業を実施するために必要な経費のうち、補助対象経費の２分の１を上限に補助。

地域類型の区分 施策類型の区分

地域発・文化芸術創造発信イニシアチブ
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

法制度

03-6734-2835

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

１５ページ ―

新たな事業区分として、創造都市による事業への補助を追加。

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

―

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

―

施策名
税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

優れた文化芸術の創造発信事業を積極的に支援し、文化芸術活動、古典に親しむ活動等を活発化させることにより、効果としては、

○次世代への地域文化の継承、発信
○文化活動を通じた地域コミュニティの再生やネットワークづくり
○観光振興や産業、地域経済への波及
が期待できる。

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

2,522
予算

(2,936)

根拠法令等

URL http://www.bunka.go.jp/geijutsu_bunka/02bunka_geijutsu/initiative.html

変更のポイント

省庁名

担当課室
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変更

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

― ―

概要
（支援の仕組み

等）

　我が国の「たから」である地域の多様で豊かな文化遺産を活用した、伝統行事・伝統芸能の公開、後継者養成、古典に親しむ活動など、特色ある総合
的な取組を支援することで、文化振興とともに地域活性化を推進することを目的とする。
  そのために、地方公共団体が策定する、地域の文化遺産を活用した地域活性化を推進する特色ある総合的な取組に関する計画に盛り込まれた事業
に対して補助を行う。

支援対象者
（実施主体）

文化遺産の所有者及び保護団体等により構成される実行委員会

文部科学省（文化庁）

文化財部伝統文化課文化財保護調整室

http://www.bunka.go.jp/bunkazai/shinko_kasseika/index.html

○事業メニューの一つである「伝統文化親子体験教室事業」は平成２５年度をもって一旦廃止した上で、単独事業として「伝統文化親子教室事業」を創
設

支援を受けるまでの手順は以下のとおり。

○文化庁が都道府県・市町村（含特別区）より域内の文化遺産を活用した地域活性化を推進する総合的な取組に関する計画及び計画に基づく補助事
業を募集
○都道府県・市町村（含特別区）が域内の文化遺産を活用した地域活性化を推進する特色ある総合的な取組に関する計画を策定し、計画に基づく補助
事業の交付申請とともに文化庁に提出
○外部有識者で構成される審査委員会による審査を経て、文化庁長官が採択を決定

地方公共団体において策定される実施計画に基づき、実行委員会が行う以下の事業が対象。
予算範囲内で定額の補助を行う。
・地域の文化遺産次世代継承事業
    ○情報発信(DVD、パンフレット等の作成)
    ○人材育成(ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｶﾞｲﾄ、ﾍﾘﾃｰｼﾞﾏﾈｰｼﾞｬｰ等の育成)
    ○伝統芸能・伝統行事等の公開、後継者養成、ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑの開催
    ○無形民俗文化財に用いる用具の新調・修理
    ○地域の文化遺産の総合的な把握のための調査　　等

　※平成２５年度実績（伝統文化親子体験教室事業含む）
　　　採択件数：６２５件
　　　採択額：３，３５４百万円

地域類型の区分 施策類型の区分

電話（直通） ０３－６７３４－４７８６

分類
（該当に○印）

施策名

税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

我が国の「たから」である地域の多様で豊かな文化遺産を活用した、伝統行事・伝統芸能の公開、後継者養成、古典に親しむ活動など、特色ある総合
的な取組を支援することにより、地域の文化遺産の継承・発展、地域活性化の推進が期待できる。

文化遺産を活かした地域活性化事業
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

施策の位置付け
（該当に○印）

法制度

文化芸術の振興に関する基本的
な方針（第３次基本方針）（平成２
３年２月閣議決定）

―○

URL

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

８４ページ

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

2,147
予算

(2,449)

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

１５ページ ９ページ

根拠法令等

39

http://www.bunka.go.jp/bunkazai/shinko_kasseika/index.html


公共 非公共

― ○ ― ―

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ―

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

5
予算

(6)

根拠法令等

URL http://www.bunka.go.jp/bunkazai/rekishibunka/index.html

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

文化芸術の振興に関する基本的
な方針（第３次基本方針）（平成２
３年２月閣議決定）

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

―

施策名
税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

各地方公共団体が歴史文化基本構想を策定することにより、計画的かつ一貫した方針の下で指定等文化財を含めて地域の文化財が広域的に保護さ
れ、文化財の価値が損なわれることなく次世代に継承されることで、文化財保護の充実につながる。また、文化財保護の観点から見たまちづくりの基本
的な方針が作成されることで、歴史・文化を活かしたより魅力的なまちづくりが可能になる。

「歴史文化基本構想」普及促進事業
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

法制度

０３－６７３４－２４１５

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

１５ページ ―

―

研修会等の開催については、国が当該年度の予算により実施。また、国が直接窓口となり、策定に関する相談に乗る上で、現地での指導・助言が必要
となる場合、当該年度の予算により文化財調査官等を派遣。

歴史文化基本構想の策定を進めている地方公共団体等に対する研修会等の開催、策定済みの構想と構想に基づく取組に関するフォローアップを実施
する。また、歴史文化基本構想の策定を検討している地方公共団体等へ文化財調査官等を派遣し、現地における適切な指導及び助言を行う。

地域類型の区分 施策類型の区分

概要
（支援の仕組み

等）
市町村による、地域の文化財を総合的に保存・活用するための基本的な方針である「歴史文化基本構想」の策定に向けた支援を行う。

支援対象者
（実施主体）

地方公共団体　※なお、特定の類型（都道府県・市町村など）を支援対象として想定しているものではない。

文部科学省（文化庁）

文化財部伝統文化課文化財保護調整室 電話（直通）

施策の位置付け
（該当に○印）

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

― ○ ― ―
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公共 非公共

― ○ ― ―

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ○ ― ○ ― ― ― ― ― ― ―

施策の位置付け
（該当に○印）

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

８４ページ

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

80
予算

(80)

根拠法令等

法制度

施策名

URL

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

文化財保護法（第85条、第87条、
第91条）

０３－６７３４－３１０４

９ページ

税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

民俗文化財は、衣食住、生業、信仰、年中行事等に関する風俗慣習、民俗芸能、民俗技術及びこれらに用いられる衣服、器具、家屋等、人々が日常生
活の中で創造し、継承してきた国民の生活の推移を理解する上で欠くことのできないものである。文化庁では、そのうち特に重要なものを重要無形民俗
文化財又は重要有形民俗文化財に指定し、その保存と継承を図っている。
本事業による補助金交付を通じて、国指定の民俗文化財の次世代への保存と継承を確実に図っているところである。

民俗文化財伝承・活用等事業
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

１５ページ

―

①支援対象者が事業計画書を都道府県教育委員会を通じて文化庁に提出。
②文化庁は都道府県教育委員会から事業の緊急性、必要性等についてヒアリングを行う。
③支援対象者が都道府県教育委員会を通じて提出した交付申請書を文化庁が審査した上で、交付決定を行う。

補助対象経費の１／２

地域類型の区分 施策類型の区分

概要
（支援の仕組み

等）

 　国は、無形・有形の民俗文化財のうち特に重要なものを重要無形民俗文化財又は重要有形民俗文化財に指定するとともに、その保護団体が行う伝
承者養成、祭行事や民俗芸能等で使用する用具の修理・新調事業等を行うために必要な経費の一部を補助し、重要無形民俗文化財又は重要有形民
俗文化財の伝承・活用等を推進している。
   また、登録有形民俗文化財については、公開に必要な管理環境の整備をするために必要な保存箱等の新調・修理、資料整備に対し補助する。

支援対象者
（実施主体）

地方公共団体、所有者、保護団体（保存会等）等

文部科学省（文化庁）

文化財部伝統文化課 電話（直通）

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

○ ― ― ―
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公共 非公共

- ○ - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○ ○ - - - - ○ ○ ○ - - ○ ○ - - -

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

908
予算

(1,010)

根拠法令等

URL http://www.bunka.go.jp/bijutsukan_hakubutsukan/shien/kyoudou/index.html

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

-

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

84、85ページ

施策名
税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

　美術館・歴史博物館の機能・役割は、優れた文化芸術の保存・継承、創造、交流、発信の拠点のみならず、地域の生涯学習活動、ボランティア活動等
の拠点としても積極的に活用ができ、地域住民の文化芸術活動の場やコミュニケーション、感性教育、地域ブランドづくりの場としても極めて重要なもの
である。
　本事業による支援を受けることで、このような美術館・歴史博物館の可能性を活用して、地域の活性化に結びつける取組が可能となる。

地域と共働した美術館・歴史博物館創造活動支援事業
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

法制度

03-6734-2834

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

15ページ -

-

①補助金の交付を希望する対象者が申請書を文化庁に提出。
②有識者による会議を開催し、当該会議の意見を聴取した上で文化庁で交付決定を行う。

予算の範囲内において定額を補助

地域類型の区分 施策類型の区分

概要
（支援の仕組み

等）

地域との共働の下、海外の美術館・歴史博物館との交流、外国人利用のための環境整備、学校と連携した地域文化の担い手の育成等を図る取組な
ど、美術館・歴史博物館が有する多面的な可能性を生かした事業の展開を支援する。（補助金（定額補助））

（１）地域とともにある美術館・歴史博物館
　①地域との共働による地域文化活動
  ②地域へのアウトリーチ活動
  ③ボランティア交流　　等
（２）地域のグローバル化拠点としての美術館・歴史博物館
　①外国人利用のための環境整備（展示案内の多言語化，外国語版カタログ刊行等）
　②国際会議の招致・開催
　③海外の美術館・歴史博物館との交流（学芸員の招へい・派遣等）　　等
（３）人材育成に貢献する美術館・歴史博物館
　①大学と連携した世界で活躍する文化人材育成プログラムの開発
　②社会人ほか多様な対象者のための学習講座の実施
　③学校と連携した地域文化の担い手の育成（地域の子供を対象とした取組等）　　等
（４）新たな機能を創造する美術館・歴史博物館
　①他分野との連携・融合による活動
　②文化財の新たな保存管理の手法の開発
　③日本文化・地域文化の海外への発信　　等

支援対象者
（実施主体）

構成員に美術館、歴史博物館又は美術系若しくは歴史系の部門を有する総合博物館（博物館法に基づく登録博物館若しくは同法に基づく博物館相当
施設、又は文化財保護法に基づく公開承認施設に限る。）を含む実行委員会

文部科学省（文化庁）

文化財部美術学芸課美術館・歴史博物館室 電話（直通）

施策の位置付け
（該当に○印）

変更

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

○ - - -
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公共 非公共

- ○ - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○ － － － － ○ ○ ○ ○ － － － － － － －

概要
（支援の仕組み

等）

史跡等及び埋蔵文化財の公開活用のため、次に掲げる事業を行う補助事業者に対して補助を行う。
（１）史跡等の総合的な公開活用のための整備に係る事業
（２）埋蔵文化財の公開及び整理・収蔵等を行うために必要な設備整備に係る事業
（３）史跡等及び埋蔵文化財の普及・啓発に係る事業

支援対象者
（実施主体）

史跡等の所有者又は文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号。以下「法」という。）第１１３条若しくは同法第１７２条の規定により史跡等の管理を行うべ
きものとして指定された管理団体及び地方公共団体その他の法人

文部科学省（文化庁）

文化庁文化財部記念物課 電話（直通）

支援を受けるまでの手順は以下のとおり。

○都道府県に対して、翌年度の具体的な補助事業計画の照会を行い、その回答を元にヒアリングを行う。
○各補助事業者が補助金交付申請書を都道府県教委を通じて文化庁へ提出する。
○文化庁長官が採択を決定する。支援手続

（申請～交付決
定）

想定する具体的
効果

地域のまちづくりに直結する史跡等において、「公開・活用」、「防災対策」の要素を、総合的に組み合わせた支援によって、それぞれの文化財の特性や
地元コミュニティの活動に即した、魅力ある地域づくりに資することが可能となり、画一的ではない、我が国の多様で心豊かな歴史文化を各地域で育
み、そのためのマネジメントを高める契機となる。

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

１５、１７ページ －

新規

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

－ － －

URL http://www.bunka.go.jp/bunkazai/shinko_kasseika/index.html

変更のポイント

省庁名

担当課室

分類
（該当に○印）

03-6734-2876

－

地域類型の区分 施策類型の区分

文化芸術の振興に関する基本的
な方針（第３次基本方針）（平成２
３年２月閣議決定）

施策名
税制

原則補助対象経費の５０％

地域の特性を活かした史跡等総合活用支援推進事業
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

施策の位置付け
（該当に○印）

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

８４ページ

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

3,000
予算

(3,200)

根拠法令等

法制度

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

○
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公共 非公共

- ○ - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○ － － － － ○ ○ ○ ○ － － － － － － －

継続

施策名 重要伝統的建造物群保存地区保存修理事業

予算
税制 法制度 予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

1,067

(867)

③地域の生活や産業の基盤整備

○ - - -

文化財保護法第146条

８４ページ １５ページ -

概要
（支援の仕組み

等）

重要伝統的建造物群保存地区を構成する伝統的建造物の保存修理、一般建築等の修景、伝統的建造物の公開活用を図るための保存整備を実施し、
保存地区における歴史的風致の維持・向上を図り、魅力あるまちづくりに貢献する。

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等

施策の位置付け
（該当に○印）

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進

支援対象者
（実施主体）

市町村
※市町村が直接実施する事業の経費に対する補助（直接補助）、市町村が所有者等の事業に補助する経費に対する補助（間接補助）の両者を含む。

省庁名 文部科学省

支援内容
（単価・水準等）

事業経費の５０％を補助金として交付
（交付先の市町村が財政再建団体、過疎地域の場合６５％、沖縄県は８０％）

想定する具体的
効果

　重要伝統的建造物群保存地区内の選定物件の保存修理、一般建築の修景等の整備を通じ、保存地区に対する理解及び保護への参加意欲の向上
を図る。

支援手続
（申請～交付決

定）

①事業年度の前年度７月頃及び１月頃に、各都道府県の重要伝統的建造物群保存地区内の保存修理事業計画について、各都道府県担当者から文化
庁がヒアリング

②文化庁がヒアリングをもとに、予算額と事業の必要性及び緊急性を総合的に勘案して、補助金交付先を選定

③文化庁より市町村へ補助金を交付（４月以降）

変更のポイント -

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

担当課室 文化庁文化財部参事官（建造物担当）付　 電話（直通） 03-6734-2792

URL http://www.bunka.go.jp/Bunkazai/shoukai/hozonchiku.html
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公共 非公共

- ○ - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○ － － － － ○ ○ ○ ○ － － ○ － ○ － －

担当課室 文化庁文化財部参事官（建造物担当）付　 電話（直通） 03-6734-2792

URL http://www.bunka.go.jp/Bunkazai/shinko_kasseika/index.html

省庁名 文部科学省

支援内容
（単価・水準等）

原則補助対象経費の５０％

想定する具体的
効果

　国及び地域の貴重な「たから」である文化財建造物等を、公開活用に必要な整備を行うことで、その魅力を最大限引き出すことが可能になる。
　地域及び我が国にとっての「歴史・文化」を学び伝えることにより、地域のコミュニティが育まれ、国内外から人を呼び込む基礎が形成される。また、地
域の「たから」として守り伝えるためには、「安心・安全」を確保することが必要不可欠の要素となる。
　既存の補助事業対象外である登録有形文化財（建造物）や重要伝統的建造物群保存地区の耐震化等は、当該物件や地区を訪れる訪問者のみなら
ず当該地区等で生活する住民の安全確保にも直結する。
　文化財建造物等の特性や、地元コミュニティの活動に即した魅力ある地域づくりをすることで、我が国の多様で心豊かな歴史文化を各地域で育み、そ
のためのマネジメント能力を高める効果が期待される。

支援手続
（申請～交付決

定）

①事業年度の前年度７月頃及び１月頃に、各都道府県の重要伝統的建造物群保存地区内の保存修理事業計画について、各都道府県担当者から文化
庁がヒアリング

②文化庁がヒアリングをもとに、予算額と事業の必要性及び緊急性を総合的に勘案して、補助金交付先を選定

③文化庁より市町村へ補助金を交付（４月以降）

変更のポイント -

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等

支援対象者
（実施主体）

○重要文化財の所有者又は文化財保護法で指定された管理団体
○登録有形文化財所有者のうち地方公共団体若しくは文化庁長官が適当と認めるその他の法人又は文化財保護法第６０条第３項で規定する登録有
形文化財の管理を行うべきものとして指定された地方公共団体その他の法人
○重要伝統的建造物群保存地区が所在する市町村

８４ページ １５ページ -

概要
（支援の仕組み

等）

　本事業は、都道府県・市区町村が、国及び地域の「たから」である地域の重要文化財（建造物）及び登録有形文化財（建造物）、重要伝統的建造物群
保存地区を活用し、文化振興を図るとともに魅力ある地域づくりを実現する取組（ガイダンス施設や案内板等の設置、環境整備等）に対し支援を行うも
のである。
　また、登録有形文化財（建造物）及び重要伝統的建造物群保存地区については、公開活用にかかる安全性確保に必要な耐震化等各種防災対策に関
する取り組みについても支援する。

予算額（百万円）
上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

1,344

(1,700)

施策の位置付け
（該当に○印）

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

○ - - - 新規

文化財保護法　第1条

施策名 文化財建造物等を活用した地域活性化事業

予算
税制 法制度
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